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2018年度　（公財）松井角平記念財団　研究助成


建築一件書類に基づく大正期混構造（組積造とRC造）建築の調査研究（継続研究）


北海道大学大学院工学研究院　池上重康


はじめに


　前年度の研究報告で、管見として純粋な梁式RC造スラブの採用は大正11年竣工の旧名古屋控訴院が嚆矢である

とし、明治時代には、鉄骨を用いた防火床構造が広く展開していたが、RC造床が採用されるには至らなかったと考察

した。しかしながら、これは図面資料を元に、主に、司法省営繕（名古屋控訴院庁舎と札幌控訴院庁舎）と文部省営

繕（東北帝国大学理科大学と九州帝国大学）に着目して得られた結果であり、日本全体の趨勢を現しているとは言い

難い。今般、継続研究の機会を得たことにより、防火床構造から梁式RC造床スラブの採用に至るまでの過程を再考

し、新たに閲覧できた図面資料から、その具体像を明らかにしていきたい。


１　明治時代における防火床構造からRC造床構造の変遷


　社団法人日本工学会が昭和2年に発行した『明治工業史 建築編』の「第4編　建築構造及び施工」の「第1章　建築

構造及び材料の発達進歩」、「第5節　明治後期の構造及び材料」には「明治三十年以後に及んで米国式鉄骨構造

法漸次散見し、終に明治大正の交に於いて其の構造法盛に行はれたり。大建築又は多層建築の如きは、何れも其

の構造法に依るもの多きに至れり。それより遅れて、明治四十年頃より、鉄筋混凝土構造法も漸を以て流行の徴候を

呈し、既に同四十四年には四層建なる会社建築を見るに至れり。而して其の構造法の盛に用ひらるゝに至りたるは大

正時代なり」とあり、鉄骨構造が先に導入され、鉄筋コンクリート構造は遅れて採用され、大正時代に大きく展開して

いったことが読み取れる。ここでは「明治時代に於ける鉄骨構造の例」として挙げられたもののうち、ハイブリッド構造の

一例として、明治40年8月起工、同42年12月竣工の東京日本橋に建った丸善株式会社店の構造に着目したい。鉄骨

構造ならびに鉄筋コンクリート構造の泰斗として知られる佐野利器の設計で、軸組、床組、小屋組共に鉄骨造で外壁

に煉瓦を貼るが、各階の床は鉄筋コンクリート造としている。『建築世界』 掲載の図面からは、鉄骨構造とRC造床構造1

との接合は詳らかにはならず、かつ当時導入が試みられていた、どの種類の配筋法なのかも把握できない。


　三橋四郎は明治41年に「鉄筋混凝土並に其応用」と題した講演を行なっており、『建築雑誌』誌上にその詳細が掲

載されている 。そこでは、さまざまな鉄筋コンクリート床構造を図入りで示している。鉄格子をコンクリートの中に入れ2

た「モニエー式」、「うねうねの鉄棒で格子を拵へて」コンクリートに入れる「コツタンシン」式、「亀甲天井」スタイル、エキ

スパンジョンメタルを使った方式、工字型の鉄梁の格子の中に捻った鉄棒を入れた「ヘンネビツク」法、旧来のヴォー

ルト式防火床の煉瓦迫持ちの代わりに捻れ鉄筋を入れたコンクリートヴォールト式、工字鉄を用いず床梁まで上は細

い鉄筋、下は太い鉄筋を使う「コアネツト式」などが紹介されている。新技術の導入への試行錯誤が見て取れる。


２　『建築雑誌』に見るハイブリッド構造


　前述の三橋四郎の記事にもあるように、明治後半から大正初期にかけて、日本建築学会の機関誌である『建築雑

誌』には、鉄筋コンクリートについての最新情報が頻繁に掲載されていた。その中で、壁体を組積造とし、床を木組で

なく防火床構造（鉄筋コンクリート造を含む）とするものが、巻末の新築物件の紹介記事に相当数見ることができる。こ

こでは、佐野利器が丸善株式会社店を設計した明治40年から、ハイブリッド構造がほぼ見られなくなる大正10年まで

の記事を床構造に着目してまとめ、バイブリッド構造の趨勢を探っていきたい。


 鈴木博之・初田亨『図面で見る 都市建築の明治』（柏書房、1991年）、p.99に転載の図を参照した。1

 『建築雑誌　第264号』（明治41年12月）、pp.467-490。2



表１　『建築雑誌』（明治40年〜大正10年）掲載のハイブリッド構造一覧


建築名称 所在地 起工年月 竣工年月 壁構造 床構造 設計者 『建築雑誌』

掲載年月

田中写真製版
工場

東京麹町 煉瓦造 鉄梁「コンクリート」床 辰野葛西事
務所

明治40年10
月

海軍参考館 東京築地 明治39年1月 明治41年4月 鉄骨煉
瓦造

鋼鉄工字梁を配し波形鉄板を架し
「コンクリート」を塡充

明治41年9月

前田侯爵邸 東京本郷 明治36年1月 明治40年5月 煉瓦造 鉄梁を横架し弧円形鉄板を架床し混
凝土を塡充

明治41年11
月

横浜市役所 横浜市 明治41年3月 鉄筋入
煉瓦壁

工形鋼鉄梁を配置し波形鉄板を架
け渡し「コンクリート」厚平均一尺に打
ち均し

池田稔、足
立鳩吉

明治42年5月

神戸市庁舎 神戸市 明治40年11
月

明治42年12月 石造 六十听レールを架し煉瓦アーチを掛
け渡し耐火構造とし

秋吉全徳 明治43年8月

東京中央電話
局京橋電話分
局

東京京橋 明治42年11
月

明治43年9月 煉瓦造 床梁は工字形鋼鉄梁を用ひ、荷持
柱は煉瓦製コンクリート巻

吉井茂則、
内田四郎、
北畠義弘

明治43年12
月

三菱合資会社
大阪支店

大阪市 明治40年5月 明治43年12月 鉄骨煉
瓦造

工形鋼梁を用ひて構造し梁間は貮
糎厚波形鉄板張をなし其上に厚五
吋の混凝土打、トライアンギユラーメ
ツシスチールワイアレーンフオースメ
ントを用い鋼梁上に厚五吋の鋼筋混
凝土を打立つ

曾禰達蔵、
保岡勝也

明治44年2月

秀英社本社 東京京橋 明治43年12
月

明治44年11月 煉瓦造 鉄骨「コンクリート」構造の耐火床 北田九一 明治45年4月

十五銀行日本
橋支店

東京日本
橋

明治41年8月 明治42年3月 煉瓦造 工形鋼梁間に弧状海鼠板を挿し込
み更に石炭殻「コンクリート」を塡充

妻木頼黄、
小林金平

大正元年9月

生命保険会社
協会

東京麹町 明治43年6月 大正元年11月 煉瓦造 鋼鉄梁と「コンクリート」とを以て耐火
床を構造

辰野金吾、
葛西萬司、
片岡安

大正2年8月

開港記念横浜
会館

横浜市 鉄骨煉
瓦造

鋼梁、鉄筋コンクリート 西村好時 大正2年12月

高田商会本社 東京麹町 明治44年11
月

大正3年3月 煉瓦造 鉄梁を使用し煉瓦陸道持積「コンク
リート」打

デラランデ 大正3年7月

中井銀行浦和
支店

浦和市 大正2年9月 大正3年5月 煉瓦造 床梁は鉄筋「コンクリート」梁と木材を
併用

保岡勝也 大正3年9月

日本生命保険
名古屋支店

名古屋市 明治41年10
月

明治43年4月 鉄骨煉
瓦造

鉄梁「コンクリート」打ち 辰野金吾、
片岡安

大正3年10月

大阪窯業 大阪市 大正元年7月 大正2年10月 鉄骨煉
瓦造

鉄梁を架渡し床片は凡て鉄筋「コン
クリート」

大正3年11月

安田商事大阪
支店

大阪市 明治44年6月 大正2年1月 鉄骨煉
瓦造

鉄梁入鉄筋「コンクリート」造 辰野金吾、
片岡安

大正3年11月

日本生命保険
京都支店

京都市 明治45年4月 大正3年6月 鉄骨煉
瓦造

鉄梁及鉄筋「コンクリート」構造 辰野金吾、
片岡安

大正4年3月

大阪控訴院 大阪市 明治43年4月 大正5年5月 煉瓦造 鉄梁鉄筋コンクリート 山下啓次
郎、横濱
勉、金刺森
太郎

大正5年7月

岩本氏本邸 兵庫県武
庫郡

明治44年7月 大正3年12月 煉瓦造 鉄筋「コンクリート」防火床 大正5年8月

三井銀行大阪
西支店

大阪市 大正3年12月 大正5年6月 煉瓦造 鉄筋混凝土構造 松井貫太郎 大正5年8月

高岡共立銀行
本店

高岡市 大正2年9月 大正3年12月 補強式
鉄骨煉
瓦造

鉄筋コンクリート 田邊淳吉 大正5年9月

田中銀行 東京麹町 大正3年7月 大正5年8月 鉄骨煉
瓦造

鉄筋混凝土構造 渡邊福三 大正5年11月



　明治43年竣工の物件までは、工字形鋼（I型鋼）に波板（海鼠）鉄板あるいは煉瓦アーチを掛け渡し、その上にコンク

リートを打つ、所謂「防火床」構造であったが、曾禰達蔵と保岡勝也が設計した、明治40年起工、明治43年竣工の三

菱合資会社大阪支店では、「トライアンギユラーメツシスチールワイアレーンフオースメント」即ち、triangular mesh 

steel wire reinforcement＝三角形メッシュ鋼線による鉄筋コンクリート床を一部で採用していたことが読み取れるが、

設計図面あるいは詳細図がないため正確に断定はできない。しかしながら、米国スチールワイヤ会社特製とあるの

で、当時、アメリカで用いられていた最新の技術を導入したのであろう。鉄筋コンクリートというより、鉄網コンクリートと

呼ぶべきかもしれないが、少なくとも従来の「防火床」とは一線を画する構造といえる。以降、明治年間に起工したもの

には、旧来の「防火床」と判断できるものが妻木頼黄による十五銀行日本橋支店や辰野金吾による生命保険会社協

会において確認される一方で、大正時代に竣工したものの中には、鋼梁（または鉄梁）を渡し、「鉄筋コンクリート」を

床として打つものが増えてくる。ただし、文字だけの情報であるので、防火床の上に打つコンクリートに鉄筋を配しただ

けなのかもしれない。兵庫県武庫郡芦屋町に建った岩本氏本邸（明治44年起工、大正3年竣工）などは、この構法で

あると推察できる。


　ところで清水組の設計施工による、明治44年起工、大正3年竣工の森村銀行（東京日本橋）は、前掲岩本氏本邸と

同一の施工期間ながらも、総鉄筋コンクリート造であり、床構造は、鉄梁をかけた鉄筋コンクリートとしている 。明治か3

ら大正に変わる過渡期には、ハイブリッド構造の床構造のみならず、鉄筋コンクリート構造ですら、床の張り方は試行

錯誤の状態であったことが窺われる。田邊淳吉が設計した大正2年起工、大正3年竣工の高岡共立銀行本店では、床

構造に「鉄筋コンクリート」とだけ書かれる。鋼梁や防火床の記載はないので、補強式鉄骨煉瓦造ではあるものの、床

に鉄筋コンクリートスラブを採用したハイブリッド構法の嚆矢と考えうる。これ以後、床構造には「鉄筋コンクリート」のみ

記述されるものが大半を占める。即ち、大正時代の到来とともに、煉瓦造の壁に鋼梁を渡さずに鉄筋コンクリートの床

東京銀行集会
所

東京 大正3年1月 大正5年9月 煉瓦造 煉瓦壁上に鉄梁を架し凡て鉄筋コン
クリートとす

松井貫太郎 大正6年1月

三井銀行神戸
支店

神戸市 大正3年11月 大正5年11月 煉瓦造 鉄筋コンクリート 長野宇平治 大正6年2月

明治火災保険
神戸支店

神戸市 大正6年1月 煉瓦造 鉄筋混凝土 横川工務所 大正6年4月

鍵三銀行 新潟市 大正4年8月 大正6年2月 煉瓦造 鉄筋コンクリート造 田中實 大正6年5月

住友銀行東京
支店

東京 大正2年7月 大正6年9月 鉄骨煉
瓦造

鋼梁を掛け鉄筋「コンクリート」造 野口孫市、
日高胖

大正6年10月

中井銀行 東京日本
橋

大正4年6月 大正6年10月 鉄骨煉
瓦造

鉄筋コンクリート 保岡勝也 大正6年10月

丁酉銀行本店 東京京橋 大正4年7月 大正6年11月 煉瓦造 内地鋼梁を架渡し、其大部分は梁間
に米国製ハイ・リブ・メタル・ラツスを
張込み、尚補強の為要部にリブ・
バーを挿入し、混凝土を打施したる

妻木頼黄、
矢橋賢吉、
小林金平

大正7年1月

三菱仮本社 東京麹町 大正4年10月 大正7年4月 鉄骨煉
瓦造

鉄筋「コンクリート」造 三菱合資地
所課

大正8年4月

横浜正金銀行
神戸支店

神戸市 大正6年7月 大正8年7月 煉瓦造 鉄筋コンクリート造 長野宇平治 大正8年10月

第一銀行熊本
支店

熊本市 大正6年6月 大正8年5月 煉瓦造 筋鉄「コンクリート」構造 西村好時 大正9年2月

横浜正金銀行
下関支店

下関市 大正7年1月 大正9年1月 煉瓦造 鉄筋コンクリート造 長野宇平治 大正9年10月

日本興業銀行
大阪支店

大阪市 大正7年3月 大正9年3月 石造 鉄筋コンクリート造 長野宇平治 大正9年10月

建築名称 所在地 起工年月 竣工年月 壁構造 床構造 設計者 『建築雑誌』

掲載年月

 『建築雑誌　第335号』（大正3年11月号）、pp.56-58。3



スラブを張るというハイブリッド構造が考案され、一般化したと考えうる。妻木頼黄、矢橋賢吉、小林金平設計の丁酉

銀行本店は、ハイリッブ・メタルラス にコンクリートを打設するなど、アメリカより伝来した構法を用いるが、鋼梁を用いる4

点で、既に時代遅れとも捉えうる。


３　司法省営繕と海軍省営繕のハイブリッド構造


　昨年の報告では、河合浩蔵設計の神戸地方及区裁判所庁舎（明治37年竣工）について、建築一件書類が現存し

ているらしいことを述べたが、神戸大学中江研博士より、床構造を読み取れる断面図を提供いただいた 。それによる5

と、2階床は振れ留め付きの木造床であるが、半地下を持つ1階床は、煉瓦ヴォールトによる防火床構造であったこと

がわかる。煉瓦造という防火構造を採用しながらも、床全てに防火床構造を採用していなかったことは、新たな発見で

といえる。前述したように、名古屋控訴院庁舎はハイブリッド構造の嚆矢ではなかったことが判明したが、床構造が図

面で確認できる最も早い事例でもあるので、ここで、今一度、この建物の床構造を顧みたい。建物中央に位置する主

階段は、全て鉄筋コンクリート造としているが、半地下へ通じる階段や脇階段は、踊り場までを煉瓦積みとしている。神

戸地方裁判所庁舎で防火床としていたのとは仕様が異なる。理由は定かではないが、この建物を施工していた大正

中期には、防火床構造は既に時代遅れになっており、明治中期まで頻繁に用いられていた煉瓦のアーチを組むこと

はなく、かつ波板鉄板も廃れていたのであろう。安価に済ませる方法として煉瓦を積むことが選択されたのではないだ

ろうか。また、床スラブについては、モニエー式のような単なる格子状の配筋ではなく、応力を考慮した配筋となってお

り、梁についても床スラブと一体化し、斜筋、下端筋も現在の鉄筋コンクリートの配筋と遜色のない（むしろ配筋密度は

高いともいえる）配筋が確認できる。鉄筋コンクリートが主流になっていた時代背景を考慮すると、ハイブリッド構造とい

えども、当時最先端の鉄筋コンクリートの構法が採用されていたと考えるのが妥当である。


　佐世保市には、佐世保鎮守府（海軍工廠）関係のハイブリッド構造の建物がいくつか現存している。一つは佐世保

海軍工廠大砲庫（明治43年竣工、現海上自衛隊佐世保造修補給所立神西一号倉庫）であり、これについては、防衛

省防衛研究所所蔵の戦史史料中に設計図面が含まれている。主構造は鉄骨造で、柱梁間に煉瓦を充填している。

断面構成はバシリカ形式で、側廊に当たる部分の2階床に防火床を採用している。I型鋼にヴォールト状波板鉄板を

渡し、その上にモニエー式の鉄筋コンクリートを打設している。いま一つは佐世保鎮守府第五水雷庫（大正11年竣

工、現西九州倉庫(株)前畑1号倉庫）で、鉄筋コンクリートのラーメン構造に、石を張っている。巨大な建物であり、内

部には鉄筋コンクート造の柱が林立している。


４　文部省営繕のハイブリッド構造


　大正10年竣工の東北帝国大学金属材料研究所、大正10年〜12年に竣工した九州帝国大学の造船学教室、造船

学仮実験室、仮実験研究室（現本館）がハイブリッド構造で建てられたことは前報で述べた。今回は、昨年度に調査

できなかった、東京帝国大学と京都帝国大学の事例を報告する。


　東京大学は、図面を管理する施設部に何度も調査依頼をしたが、「学外者に閲覧許許可した前例がない」の一点

張りで、最後まで閲覧許可をもらえなかった。しかしながら、2017年度に国立近現代建築資料館の調査の一貫で、一

連の図面を閲覧、複写しており、今回は、その中から、床構造を読み取れる一枚のみを考察対象とする。建物は大正

4年竣工の東京帝国大学法科大学講義室で、煉瓦造の壁に鉄筋コンクリートの床スラブと階段が貫入している様子が

見て取れる。ハンチのない厚板を煉瓦壁に貫入させている。配筋は下端筋のみ繁にいれ、上端筋は平行に配置する

のみで格子状になっていない。梁には応力に従った配筋がなされているようである。


 冨士本学、松本直之、熊谷亮平、腰原幹雄「明治期日本における防火床構法の普及過程に関する一考察　工部大学校・帝国4

大学工科大学・東京帝国大学工科大学における建築卒業設計図面に着目して」（『日本建築学会大会学術講演梗概集（北陸）』、

2019年、pp.673-674）で、三橋四郎『和洋改良大建築学』（大倉書店、1904年）を改訂増補した『大建築学』（大倉書店、1923年）に

掲載された「ハイリツブ」として紹介している。

 出典は神戸の建築を考える会『神戸地方裁判所　保存への道─神戸地方裁判所保存問題関連資料報告書─』（1987年）。5



　京都帝国大学では、大正4年の法科大学研究室、大正7年の金相学研究所、大正9年の理学部地質鉱物学教室、

大正11年の理学部生物学化学研究室、理学部物理学教室階上増築のそれぞれの設計図面に、ハイブリッド構造が

確認できた。法科大学教室では、ごく一部の床に、梁付き鉄筋コンクリートと考えうるスラブを確認できた。金相学研究

室では、梁にハンチを付け、かつ梁同士を柱の上で繋ぎ、臥梁のように構成している。地質学鉱物学教室と生物学化

学教室では大梁と小梁を使い分け、大スパンの床にも対応している。わずか7年の間に、防火床がフラットスラブに

なっただけの簡素なものから、完全に鉄筋コンクリートを理解した梁付き床スラブへと進化を遂げたことが読み取れる。

設計は全て永瀬狂三であり、一人の建築家が、一つの組織の中で、組積造から鉄筋コンクリート造へと変貌を遂げる

過渡期の構造選定に当たっての試行錯誤を見ることができる貴重な事例である。


５　逓信省の事例


　逓信省は残存する図面が少なく、現存する図面には、本研究で対象とするハイブリッド構造は確認できなかったが、

ポストハイブリッド構造の興味深い事例をいくつか確認できたので報告したい 。
6

　大正12年の小樽郵便局電話分室と大正13年の京都中央電話局新上分局は、構造体はともに鉄筋コンクリート造で

あるが、外壁の過半に煉瓦壁を充填している。前述した佐世保海軍工廠大砲庫の鉄骨と防火床がすべて鉄筋コンク

リートになったと考えると理解が良いかもしれない。構造としての煉瓦造は駆逐されたが、壁充填材として煉瓦がまだ

生き残っていた事例である。大正15年の京都中央郵便局では、壁も鉄筋コンクリートとなり、外壁をタイルで覆う。


　先に『建築雑誌』の記事で紹介したように、明治末の東京中央電話局京橋分局の「床梁に工字形鋼鉄梁を用ひ、荷

持柱は煉瓦製コンクリート巻」という記述から床の仕様は読み取れないが、床になんらかの形でコンクリートを用いた可

能性は想像できる。これ以降、大正前期の逓信省営繕の新築記録は『建築雑誌』には見当たらない。NTTファシリ

ティーズでも所蔵がないというし、郵政から派生したJPにも所蔵は期待できないという。『高等建築学 19 建築計画7 逓

信省の建築』 の「第9章　郵便、電信、電話局舎」に図面や仕様を細かく紹介しているのは、鉄筋コンクリート構造およ7

び鉄骨造のもののみで、ハイブリッド構造の床仕様に関する記述は見当たらない。大正時代前半の逓信省営繕関係

の図面資料がみつかれば、ハイブリッド構造のミッシングリンクを解く鍵になることは間違いない。


むすび


　図面としての確証はないが、大正3年竣工の高岡共立銀行本店が、ハイブリッド構造の嚆矢であることがわかった。

当建物は、高岡市の重要伝統建造物保存地区内の主要建築でもあり、辰野金吾の監修と、清水組の施工により完成

したことと併せ、日本初のハイブリッド構造であることが確定できれば、文化財的価値も更に上がることであろう。前年、

重点を置いて考察した旧札幌控訴院は、本年重要文化財指定となった。地道な研究の積み重ねが、文化財指定とい

う成果を産むことは、研究者冥利に尽きることであるし、研究助成をいただいた松井角平記念財団にも、その事業が

報われた結果にもなったであろう。


　図面として確実にハイブリッド構造を採用した嚆矢と言えるのは、大正4年竣工の京都帝国大学法科大学研究室で

ある。この場を借りて前報の誤りを訂正したい。


　ハイブリッド構造は官庁営繕が主導したのでもなければ、帝国大学卒業生が先進的に導入したわけでもない。官

庁、民間、建築家分け隔てなく、明治から大正への時代の過渡期に導入が試みられた鉄筋コンクリート造のメリットを

部分的に採用した結果と捉えるのが無難な理解であろう。逓信省営繕でみられた煉瓦壁の残滓も、関東大震災の被

害により完全に駆逐された。そういった観点では、組積造壁に鉄筋コンクリート造の床を張るというハイブリッド構造

は、近代建築構造の試行錯誤、あるいは過渡期に咲いた徒花と言えるのかもしれない。

 NTTファシリティーズの吉岡康浩氏のご協力により、保存図面を閲覧できた。6

 張菅雄、遠藤金之助、藤田金一郎『高等建築学第19巻』（常盤書房、1933年）、pp.211-346。7



公益財産法人 松井角平記念財団 平成 30 年度研究助成 研究報告 

研究課題： 七面山敬慎院社殿の研究 ―日蓮宗における七面神信仰の建築について― 

代表者： 芝浦工業大学 建築学部教授 伊藤洋子 

助成期間：平成 31 年（令和元年）4月～令和 3年 3月 

(１) はじめに 

  本研究は七面神信仰の本拠である敬慎院七面山本社に関する研究である。七面神信仰は日蓮宗が包摂する諸神信仰の

一つであり、17世紀以降、山梨県や江戸市中において盛んとなった。同社は山上の境内とともに身延山久遠寺の所有であ

る。敬慎院は元来七面山の別当所を指し、別当は久遠寺により任命された。安永 9 年（1780）に再建された本殿（本宮）、

天明 4 年（1784）から翌 5 年にかけて再建された幣殿および拝殿が七面神杜の本社であり、敬慎院伽藍の中心をなす。本

社は身延町指定文化財に指定されているが、車で行かれない山頂付近に境内があるため、建築の実地調査が十分ではない。 

『身延山諸堂記』によると七面山本社は、身延山棟梁、池上勘解由の建築である。かつ奥之院本堂（明治 20 年）、敬慎

院和光門（大正元年）、同随身門（大正 10年）などの近代和風建築も複数ある。 

実測調査により身延町指定文化財にとどまる七面山本社の再評価をおこない、かつ近代和風建築としての奥之院本堂等

の建築評価を実施すること、さらに近世の雛形にある「七面造」と七面山本社の建築の関連を考察することが目的である。 

この目的に従い、下記の通り実測調査をおこなった。なおここでは七面山本社を中心に報告する。 

調査日：令和元年（2019）7/25~27  

調査対象：敬慎院本社本殿・幣殿・拝殿・古仏堂・釈迦堂・奥之院・随身門・和光門 

(２) 七面山・七面神信仰および敬慎院社殿の概要 

2-1．七面山・七面神信仰 

 七面山は山梨県の南西部、南アルプス連峰に属する最高標高 1989 メートルの山で、日蓮宗蓮宗における山岳信仰の霊

場である。古くから雨畑村（現早川町）の村民に祀られてきた池大神を中心とする龍神信仰や修験者たちによる山岳信仰、

御来光信仰の聖地であり、やがて久遠寺の守護神として七面大明神を祀るようになった。深草元政による寛文 6 年（1666）

刊行の『七面大明神縁起』によると、建治 3 年（1277）の頃の日蓮と七面神との邂逅が書かれているが、それは伝説とす

るのが通説のようである。久遠寺が所蔵する七面大明神像に天文13 年（1544）霜⽉吉日の銘文がみられること、天正 20 

年（1592）12 ⽉8 日、日宝が七面天⼥（七面大明神）を勧請した曼荼羅本尊の記載から、七面山の信仰が身延山に取り込

まれた時期は中世後期から近世初期にかけてと考えられている。 

 その後、江戸期における久遠寺の出開帳により広く庶民に知られるようになる。また徳川家康の側室である養珠院が元

和 5 年（1619）、七面山に登詣を果して以降、七面山の⼥人禁制は解かれた。これに影響を受け、大奥⼥中の法華信仰の高

揚も江戸期を通じてみられた。17 世紀後半になると京都深草山を初めとし地方にも七面大明神が祀られ始めている。 

2-2．七面山の建築概要 

 文禄 5 年（1596）、18 世日賢染筆の曼荼羅本尊に「七面大明神宝殿常住之守護本尊」の脇書があるため、 この時に宝殿

が存在していたことが明らかである。七面山本社の建築は延宝 3 年（1675）、身延 30 世日通の代に七面山では仏教寺院に

付設された神社建築として本殿・拝殿・庫裏・客寮島の諸堂が新築・改築され伽藍が整備されるに至った。 

 後の安永 5 年（1776）10 ⽉ 12 日夜、大火によってこれらの建築は焼失してしまう。4 年後の安永 9 年に 47 世日豊は本

殿を七面山に再建した。『身延山諸堂記』によると、この時再建された本殿（本宮）、天明 4 年（1784）から翌 5 年にかけ

て再建された幣殿・拝殿が敬慎院伽藍の中心をなす。棟梁は久遠寺の宮大工、池上勘解由である。拝殿・幣殿・本殿は昭



和 41 年（1966）に身延町の町指定文化財に指定されている。 

(３) 七面山本社の建築調査結果 

七面山本社は東面して建ち、向いにある石段を登っ

たところに随身門があり、その先に遥拝所がある。ここ

からは富士山を拝むことができ、後方から御来光が指す。

七面山においては彼岸の中日に富士山頂から上る御来光が随

身門を通って現在の社殿に差し込む配置とされている。 

安永 5 年（1776）大火以前の規模は『身延山諸堂記』によ

ると本殿が三間半×四間、幣殿が二間半×二間、拝殿が六間

×四間で、再建後は本殿が四間四方、幣殿が四間×三間、拝

殿が七間半×五間と記載され、前身建物より一回り大きい。 

3-1．拝殿 

拝殿は天明 5 年（1785）に建立された、桁行 8 間、

梁間 5 間、⼊⺟屋造、平⼊、檜皮葺の建築である。元々

拝殿、幣殿、本殿ともに檜皮葺であったが、現在は拝殿

のみが檜皮葺である。慶応元年（1815）、昭和 11 年

（1936）、昭和 57 年（1982）にそれぞれ檜皮の葺替え

を行い、平成 24 年（2012）に破風の修理を実施した。 

屋根には正面側に千⿃破風を設け、向拝には唐破風

を付ける。組物は出組で禅宗様⽊⿐、実肘⽊を持ち、中備

は間斗束である。室内は円柱、畳敷に格天井である。  

格天井には各格子に龍の絵が描かれている。宿坊から続く廊下から直接拝殿の畳敷きの室内へと⼊ることができ、回廊

は正面から北にある日朗堂側の二辺に廻り、そこから日朗堂へと続く渡り廊下となる。  

向拝は几帳面取の角柱に大斗・連三斗を載せ、身舎と

は蝦虹梁で緊結される。軒は二軒繁垂⽊であり、向拝桁

で飛檐垂⽊を打越し、先端にもう一段の垂⽊をつける。 

 18 世紀後期らしい意匠の大型拝殿であり、檜皮葺の

まま維持された屋根正面の千⿃破風と唐破風向拝が強

い印象を与える建築である。 

3-2．幣殿 

幣殿も拝殿と同じ天明 5 年（1785）に建立された、桁

行 5 間半、梁間 3 間半、両下造、銅板葺の建築である。

当初は檜皮葺であったが、明治 18 年（1885）に銅板に

葺き替えられた。平成 24 年（2012）にさらに屋根替を

実施した。本殿と拝殿は円柱、軒は二軒繁垂⽊であるが、

その間の幣殿は角柱、軒は一軒疎垂⽊である。梁間を 3 スパ

ンに分割し、中央に⾈肘⽊を設ける。中央部の蟻壁には七面大明神が天⼥の姿に描かれ、天井は折上天井で、大きな龍を

描く。脇の間の天井は折上格天井である。幣殿内には登高座や磬台、経机、卓が置かれる。古仏堂への廊下に繋がる。 

古仏堂 

釈迦堂     本殿   幣殿    拝殿 

↑日朗堂に至る 

図 1 七面山本社平面図（上）断面図（下） 

図 2 拝殿外観  図 3 拝殿内部 

 

図 4 幣殿外観  図 5 幣殿内部 



3-3．本殿 

安永 9 年（1780）の建築で幣殿・本殿より 5 年早い。桁行 4 間、梁間 4 間半、⼊⺟屋造、平⼊、銅板瓦棒葺である。幣

殿同様、明治 18 年（1885）に銅板に葺き替えられた。平成 28 年（2016）に内部塗替・葺替を実施した。 

屋根の正面側に千⿃破風を設け、そのため棟が T 字形をなす。これは拝殿も同じであるが、後述する「七面造」の棟が

十字形になることとは異なる。円柱に台輪を置き、組物は三手先、禅宗様⽊⿐を持ち、尾垂⽊をつける。 

本殿内部の床は幣殿と 50 センチほどの段差があり、幣殿からは三段ほどの階段で上る。本殿の内部は畳敷で、内陣、脇

間、外陣に区切られるが、それぞれに折上格天井が設けられ、内陣のみ天井が高い。 

幣殿同様、蟻壁には七面大明神が天⼥として描かれており、内外

陣境の欄間は彫刻である。内陣の須弥壇に宮殿が載る。幣殿接続部

以外の三辺に回廊があり、内陣後部の廊下より釈迦堂が併設され

る。この回廊部の天井は化粧軒裏で、地垂⽊、飛檐垂⽊を外から確

認することができるが、壁外の地垂⽊の出が短く、縁廻りに後補と

して壁を立上げている。壁には禅宗様の花頭窓が設けられている。 

3-4．本殿の復原 

安永 5 年に発⽣した火災後にいち早く建てられた本殿がし

ばらく独立で建っていたことは明らかであろう。さらに当初

縁廻りには壁が無かったと推察される。 

以上による復原を図９に示す。内外陣が本殿のみで完結す

る形であり、三間仏堂の平面形状を呈している。 

(４)  七面造と七面山本社の建築  

4-1．七面造 

江戸中期以降に七面信仰が流布し、江戸や京都、甲州南巨摩

郡に七面堂建築が建設された。『建築大辞典 第二版』（彰国社 

1993 年）によると、「江戸時代に⽣まれた神社建築様式の一。浅間造の変形。この名称は日蓮宗守護神の七面菩薩から出

たという。平面は十字形。正面中央に唐破風の向拝を付ける。主屋は平⼊り、⼊⺟屋造り。屋根上に方形造りの楼を載せ、

楼は正面千⿃破風、両側面は軒唐破風とする。」とある。 

この記述が依拠したと考えられる一つが『新撰

雛形 一 宮形』のうち「七面作り」である（⽊暮

甚七・須原屋 宝暦 9 年（1759））。また葛飾北斎に

よる『北斎漫画 八編』にも「七面作」の絵が載せ

られている。現存してないが、実例として万治元年

（1658）～3 年（1660）の間に建立された呉羽山

七面堂がある。これらは七面山本社の形態とかな

り異なる。 

4-2．七面山本社の建築の変遷 

現在の本社の建築は慣例的に七面造と呼ばれているが、前述の七面造の様相とは異なる。何故、いつ頃からそう呼ばれ

るようになったか定かではない。ここでは安永 5 年（1776）の火災焼失より以前について時代順に延宝 3 年の整備前【～

1675】、整備後で安永 5 年（1776）の火災焼失より前の期間【1675～1776】の 2 期に分けて本社建築の変遷を記載する。 

図 6 本殿外観  図 7 本殿内部 

図 8 本殿の外壁と垂木 

図 9 本殿復原（上右：外観 下左：軒 下右：前面）  

図 10 『新撰雛形一、宮形』「七面作り平」 

 



4-2-1．延宝 3年の整備前の建築【～1675】 

久遠寺が所持する七面山が描かれている最も古い絵図に「身延山絵図屏風」（図 11）

がある。従来成立年代に二説があり、一説に 28 世日奠上人在世時、万治 3 年（1660）

から寛文7 年（1667）成立、他の説は 30 世日通上人代、寛文12 年（1672）３⽉から延

宝 7 年（1679）2⽉の成立としているが、いずれも 17 世紀後半である。  

一之池が描かれておらず、現在は平地に整備されている山頂付近の整備がなされてい

ないように⾒える。「七面明神」の文字のある堂は平⼊の⼊⺟屋造で、四周に縁が廻り、

⿃居の先にある。単層の建築であり、七面造の特徴である二層の構成はみられない。ま

たその奥に屋根が二棟⾒えていることから、七面山が整備され始めた頃とも推察できる。  

4-2-2．伽藍整備後・火災焼失前の建築【1675～1776】 

『身延山史』によると、延宝元年（1673）10⽉の大鐘堂に続き、同 3 年には本

殿、幣殿、拝殿、廊下、御供所、庫裡、客殿、籠堂、池大神宮、随身門、推鐘乃堂

等、諸堂が建立され、8⽉に遷座式が執り行われた。なお随身門と鐘堂は火災焼失を

免れた。図 12 の『身延山絵図』は江戸中期に成立したと推定されるが、概ね宝永年

間（1704~11）に描かれたとされる別の「身延山絵図」（西尾市岩瀬文庫蔵）と伽藍

の様相が酷似していることから、ほぼ同時期と考えられる。図 13 も同様である。 

それらには拝殿から伸びる廊下ないし幣殿、そして縁周りが高い本殿が確認で

きる。一の池の表現もされており、現在の配置図と大きく変わりはない。拝殿は

平⼊で⼊⺟屋屋根と推定できる。拝殿の後ろに幣殿があるが、これは本殿の上の

層に繋がっているように⾒える。本殿は平⼊で切妻造ないし流造の屋根形式、棟中

央から幣殿にかけて降棟があり、先端には唐破風がある。床下は不明であるが、上

層と下層の各屋根が二重に設けられる「七面造」とは形が異なっている。 

現在の七面山本社とは異なり、火災焼失前の本殿は床高がかなり高かった。この

形態の理由の一つは本殿の立地から来光を得ることと推察される。推論の域を出

ないが、絵図に示される形態が七面山本社の前身であったことは注目に値する。 

 (５) 結び 

七面山敬慎院本社の現存遺構は 18 世紀後期の建立で、屋根葺替や釈迦堂・古仏堂の付加、縁先の壁の増築などの改変が

あるものの、基本的形態をよく留めた大型社殿であり高く評価できる。現在「七面造」と呼ばれているが、その起源は分

からない。建築雛形の「七面造」は一棟で完結する二層の建築であるが、現在の七面山本社は本殿・幣殿・拝殿が繋がる

複合社殿でありすべて単層である。復原しても変わらない。この複合社殿を慣例的に「七面造」と呼んできた。 

一方、七面山本社を延宝 3 年（1675）の伽藍整備前、整備後から安永 5 年（1776）焼失までの間の二期間について調べ

た結果、焼失前の姿は二層の建築ではなかったが、本殿が高い床をもつ特殊な形態だったことが分かった。拝殿から屋根

の高い幣殿が接続し、床の高い本殿に続いている特徴は、複数の絵図で確認できる。この形態と雛形の「七面造」は同じ

でないことは明らかであり、「七面造」そのものの起源、そして両者の関連をさらに追う必要があるだろう。            
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図 11 『身延山絵図屏風』（久遠寺蔵） 

 

図 12『身延山絵図」の大明神宮（久遠寺蔵） 

図 13『身延山絵図』の大明神宮（久遠寺蔵） 



近世指図の作図技法と描法の展開に関する研究  

－建地割の編年指標における精度の向上－  

                                  伊東龍一 

１ 研究の意義と目的 

 江戸時代の建築史研究において、建築図面はこれまでもよく利用されてきたが、作成目的

や意図が明らかではなく、しかも作製年代が明記されていない場合が多く、作成年代すら不

明のまま利用されて来たこともあった。歴史研究において、利用する史料の作製目的や意図、

作製年代などの考察は、史料批判として不可欠な手続きである。 

 そこで、これまで次の２つの目的を掲げて研究を進めてきた。１つは建築図面のうち、現

代における断面図、あるいは立面図に相当する近世の建地割について、その作図技法・描法

を調査・分析することにより、図の作成目的・意図を明らかにすることである。もう１つは、

中世、近世の初期から後期までの作図技法・描法の変遷を把握することにより、作成年代が

記されていない図の時代判定を可能にする指標を見出すことである。その結果、これまでに、

ある一定の成果を上げることができたが（注１）、本研究の目的は、これら二つの目的に対する

内容をさらに充実させることにある。 

一つ目の目的に対しては、次のその性格を把握しかねていた二つを対象に研究を進めた。

一つは京都府立京都学・歴彩館所蔵「宝永度後桜町院御所建地割 寅年」である。もう一つ

は、叡山文庫蔵の根本中堂と大講堂の建地割である。後者については、研究協力者である多

米淑人が中心となった研究がある。興味深い新たな問題点をも提供する内容であるが、日本

建築学会に発表している内容でもあり、ここでは簡略に注で触れるにとどめることとし（注

２）、ここでは、前者に限って論ずることとする。 

 二つ目の編年指標の精度の向上については、調査の継続により建地割のデータ数を増や

すことができ、結果的にはこれまでの指標に大きな変更を加える必要はなく、指標の有効性

が確認された。後半で新しい調査結果を加え、改めて編年の指標を整理したい。 

２ 京都府立京都学・歴彩館所蔵「宝永度後桜町院御所建地割 寅年」の作成目的 

１）はじめに  この図は通常の建地割のように、建物の立面図や断面図、または矩計図、

あるいはそれらの一部といった図ではない。縮尺は 1／1、すなわち原寸図で、地形（グラ

ウンドライン）から石口、敷居、鴨居、内法長押、内法貫から桁までを描く一種の棒矩計に

近く、図の表面に２つの図、裏面にも２図を描き、この 4図に多数の御殿や付属屋、それら

を繋ぐ廊下等の情報をほぼすべて盛り込んでいる。今回の研究は、この図を取り上げて、こ

の図面の作製目的や意図を明らかにしたい。分析に当たっては「宝永度後桜町院御所水道絵

図」（中井家文書 架蔵番号 50 京都府立京都学・歴彩館所蔵）や「仙洞御所（宝永度(明

和)後桜町院御所）指図」（内題「明和年中仙洞御所御新造繪図 中井扣」、木子文庫 東京都

立中央図書館特別文庫 図 1参照）を個々の御殿・建物の位置の確認に用いた。 

２）史料の概要 

 宝永度（明和）後桜町院御所の造営は、桜町院御所の敷地を用いるが、主要な御殿はほど



んど新造するものであった。明和５年（1768）の暮れから準備が進められており、明和７年

3月に釿始があり、5月に立柱、9月に上棟し、翌 8年正月 5日に地鎮祭が行われ、同月 25

日に竣工した御所に後桜町院は移徙している（注３）。 

「宝永度後桜町院御所建地割 寅年」は、京都府立京都学・歴彩館が所蔵する元京大工頭中

井家蔵の図である。法量は

30㎝×450㎝。細長いポロ

ポーションの図で、それも

棒矩計に似た図を原寸で

描くためである。  

３）図の表面の内容 

 図面の表面には、左右に

２図が描かれる（図２参

照）。 

左図は「四御殿」の高さ

関係寸法を示す。四御殿と

は、後桜町院御所の南側に

建ち並ぶ規模の大きい主

要御殿で、東側から①常御

殿、②御書院、③小御所、

④弘御所の順で建ち並ぶ。

最も下部の「地形」から礎

石の上端である「石口」、そ

の上に「まんちう形」（亀

腹）を描き、続いて亀腹上

の「四御殿石口」を描く。

さらに階、水貫、縁葛、足、

固、腰長押、敷居、建具、

鴨居、内法貫、内法長押、木格子、小壁、組物、小壁、天井長押、蟻壁、廻縁、天井格縁、

天井板、化粧桁、垂木、化粧木舞、化粧裏板等を描く。 

右図には、四御殿以外の建物の高さ関係寸法が示される。まず、石口の高さを四御殿と同

一とする建物群の石口が示される。①「四御殿落椽」「御車寄廻り」「中門廊殿上公卿渡殿」

「御献之間并廊下廻り」「常御殿西御物置」「常御殿ゟ御書院江廊下御東司共」「奥之口」「伺

候之間并廊下廻り」「御料理之ま非蔵人部屋廻り」「御休息所并物置廊下廻り」「番衆所御客

之ま廊下廻り」以上の石口である。後桜町院御所の敷地は凡そ南下がりになっているようで、

これより北側の建物は石口高さが高い。続いて下から順に、②「男居」③「御車寄 御東司」

④「革盤」⑤「御湯殿并御椽廊下」⑥「御仏立」⑦「勘定所御膳番部屋賄所認所廻

図１「仙洞御所（宝永度(明和)後桜町院御所）指図」（内題

「明和年中仙洞御所御新造繪図 中井扣」、木子文庫 東京

都立中央図書館特別文庫） 

常御殿 

御書院 小御所 

弘御所 

伺候之間 

御車寄 

中門廊 

二之対屋 

御末女嬬部屋屋 
臺所 

御米蔵 

文庫 

二階蔵 

非蔵人部屋 



図２ 



り御臺所」⑧「御末女嬬部屋并東廊下」⑨「湯殿雪隠」⑩「御物仕部屋ゟ二筋廊下迄廊下」

⑪「一之対屋中湯殿」⑫「御物仕部屋并中居部屋雑部屋輿部屋」⑬「一之対屋臺所并上湯殿」

⑭「一之対屋上ノ間」⑮「一之対屋玄関」⑯「二之対屋三口雪隠」⑰「二之対屋上屋并西三

口雪隠」⑱「二之対屋下屋并取合ノ玄関共」⑲「絶間取付石口」⑳「有来御廊下石口」の石

口が示される。以上より、敷地の高低差に従い、建物の石口高さは 20種に整理されて御殿

が設計されたことになる。四御殿の石口やそれと同高の①の建物群の石口から⑳の石口ま

で凡そ 2尺 6寸９分程の高さの違いがあり、それだけ敷地に高低差があることになる。 

石口の高さは敷地に合わせて変えるので 20種の高さがあったが、敷居の高さは、例外的

な高さの建物が無いわけではないが、大きく 2種に整理されている。3尺 0寸７分程のＡ群

と、3尺５寸程程のＢ群である。Ａ群には「御仲居」「御清所」「御膳部屋板元部屋」「御勘定

之所」「醫師所并詰所小間丈部屋」「□所常燈部屋東廊下北廊下」「□所認所仕丁頭部屋」「御

臺所」「錠口ゟ御臺所迄大廊下」「御物置小廊下江御仲所ゟ廊下」あり、Ｂ群は、「御車寄并

外椽口北面詰所物置廊下共」「公卿之間」「御休息所并廊下非蔵人詰所物置共」「御料理之間

内之口常燈部屋非蔵人部屋并東廊下共」「番衆所御客之間并南廊下西廊下共」「伺候之間溜之

御間御料理之間江廊下共」「御物置之北廊下押入共」「奥之口男居并東廊下榑板間常燈部屋共」

「錠口之間御膳所共」「「奏者所休息所溜之御間東之脇之間共」がある。 

 右図も、左図と同様、各部材が取り付く高さが示されるが、敷居の上の位置に「鴨居内法

寸法何連茂六尺壱寸／中敷居内法何連茂四尺／中連子内法何連茂三尺／上連子木格子内法

何連茂一尺八寸／湯殿雪隠鴨居内法何連茂五尺八寸」と記されている。これから、石口高さ

や敷居高（床高）は各々の建物で異なるものの、敷居上端～鴨居下端の内法高（6尺１寸）、

中敷居内法（4尺）、中連子内法（３尺）、上連子木格子内法（1.8尺）に基準となる寸法が

あることが分かる。 

 また、表面の左右の図には、四御殿の石口の位置から一尺毎に墨線が引かれ高さを示すと

ともに、墨線の左側に「壱尺」から「二丈四尺」まで、高さを文字で示している。高さを示

す文字には、このほか「間半」「壱間」「壱間半」・・「三間半」までの文字が半間毎に記され

る。これにも墨線が伴う。なお、高さ「壱丈三尺」の文字の横に「二間」と併記されるので、

一間は 6.5尺、すなわち京間であることが判明する。さらにこれらとは別に、石口から 5.1

尺の高さに水平の朱線が引かれ、左側に「本水」と記される。「本水」は、後桜町院御所の

勾配のある敷地に建つ各御殿・建物の高さ寸法を決定するための基準線とみられる。右図に

は、この本水を基準として、高さ 1尺毎に短い朱線を引いて、本水から五尺以上の朱線には

「五」「六」「七」のように数字を「十一」まで記す。 

これは後桜町院御所の設計においては最も重要な四御殿は敷地高さは同一で、それぞれ

に設計するが、右図に示される四御殿に付属する建物は、四御殿との高さ関係を考慮して設

計されたことを示すと捉えられる。なお、本水の位置は、「石之間外側腰貫」の上端高さに

一致する。四御殿以外の建物の高さ寸法は、ここを基準に設計されたとも考えられる。 

 また、左図・右図とも御殿・建物の敷居上端および化粧桁口脇の高さに平行四辺形をした



記号を記している。高さの基準として重要な寸法であったためであろう。 

４）図の裏面の内容 

 裏面にも左右に 2図が描かれる。左側の図は、「取次部屋」、「侍部屋」、「仕丁部屋」、「四

脚門番所」やそれに付属する湯殿・雪隠の図、右側の図は、「清水継足御文庫」、「清水折廻

御文庫」、「清水東南御文庫」、「大米蔵、「賄所二階蔵」、「舂屋御米蔵」、「御茶蔵」、「伺候之

ま北二階蔵」といった蔵の図である。表面の図と比較して、高さ寸法を示す１尺毎あるいは

半間毎の基準線は見当たらず本水を示す表現もない。いずれも御殿や他の建物との関係を

考慮する必要が少ない、独立性の高い建物であるためであろう。 

５）本図の作成目的 

 これまでに知られる建地割とは異なり、本図は４図の中に敷地内の数多くの建物のすべ

てを描き、その高さ寸法を整理している。表の左図は四御殿を描き、右図は四御殿との取り

合いを考慮すべき建物、裏面は左図に周辺の独立性の高い付属施設、右図に蔵を描いていた。

とくに表面の 2図は注目すべきで、「本水」という水平基準高さを設定して諸御殿の高さ関

係を設計していた。また、多くの御殿に共通の寸法（床高、内法高等）をもたせる合理性も

うかがえる。 

 このような図が数多く残されているわけではない。しかし、御所のような複数棟の建物を

同時に造営する際の設計においては当然必要な検討が本図でなされていて、建築の現場に

近い場面では同様の図が作成されていた可能性は高い。しかも縮尺は原寸で描かれている

点は注目すべき点であるこれまで知られてきた江戸時代の図にはない特徴を備えている。 

 複数の建物の高さ寸法を調整していることがうかがえる図に、東京都立中央図書館特別

文庫室の万延度江戸城本丸御殿の建地割類と「御本丸御座之間ゟ御玄関迄御有形地下り絵

図」（616－36）と「御本丸御座之間ゟ大広間迄地下り絵図」（6165－50）がある。本丸御殿

の敷地は南下がりで、南側から大広間、白書院、黒書院、御座の間、御休息といった御殿が

建ち並ぶ。敷地に高低差ができるので、各御殿の高さ寸法は、北側の御座の間石上端の高さ

の水平線（引き通し線）を基準として、そこからの高さで設計されている。大広間、白書院、

黒書院、御座の間、御休息といった御殿の建地割には、この御座の間石上端引き通し線が描

かれていて、高さ寸法が引き通し線からの高さで示されている。また、本丸御殿の南下がり

の敷地の状況と御殿の位置、引き通し線の関係を示したのが、「御本丸御座之間ゟ御玄関迄

御有形地下り絵図」（616－36）と「御本丸御座之間ゟ大広間迄地下り絵図」（6165－50）で

ある（注４）。このような検討は、高低差のある広大な敷地に複数等の建物から成る御殿を計画

する際には不可欠で、その検討を図面化したものがあるのも当然である。 

 複数の建物から成る御殿の高さ寸法の設計に不可欠な検討を示した図である点で、江戸

城万延度本丸御殿の図と今回検討した後桜町院御所の図は共通する。しかし、江戸城の建地

割の多くが、1／10、１／20といった縮尺で描かれているのに対し、後桜町院御所の図は原

寸図である。江戸城の図は、同じ内容の図が造営の現場にも持ち込まれたことが分かってい

てほぼ実施図であるといってよい。それに対し後桜町院御所の図は、実施図以前に高さ寸法



を原寸で検討した図である可能性もあるが、原寸図であることを考えると、設計の内容があ

る程度固まった後に実際の部材に寸法をとってゆく際の検討に使用された図である可能性

がある。 

３ 建地割の編年指標 

 これまでの研究で、建地割の編年指標としては、付属する平面図の有無、墨糸、墨差の使

用の有無、朱線の使用の有無、図の名称を挙げることができるとしていた（注５）。今回、その

精度を上げるために建地割の調査を継続し、先に見た京都府立京都学・歴彩館所蔵「宝永度

後桜町院御所建地割 寅年」、大田区郷土資料館の木原家文書中の日光東照宮をはじめとす

る建地割、都立中央図書館特別文庫室木子文庫の「仙洞御所・女院御所建地割綴（寛政度後

桜町院御所・恭礼門院御所）」等を精査し、改めて検討を加えている。結果として、これま

での成果に大きく変更を加える必要はなかったが、それを確認できたことも大きな成果と

考える。以下改めて建地割の編年の指標を整理すると次のようになる。  

建地割とともにその建物の平面を描くことは、元和５年（1619）の「慶長度内裏女御御殿

御休息之間建地割並指図」にみられるものが早く、寛文 8年（1668）の出雲大社本殿ほか建

地割までみられる。作成年代が特定できないが、大田区立郷土博物館木原家文書の日光東照

宮等の建地割にもみられる。 

墨糸の使用はほぼ中世に限られている。ただし、平面図である指図での使用は、山口県立

図書館の元和の毛利家の指図にもみられるので、江戸時代初期までは使用されていた可能

性は残る。墨差も中世の図に多い。しかし、天明 3年（1783）の柞原八幡宮（大分県）の建

地割には使用が認められる。 

朱を用いた線や文字が使用された図で最も古いのが、元禄 15年（1702）の出雲大社図（東

京国立博物館所蔵）で、それ以降の建地割に使用が確認できる。 

寸法の記入は、中世の善光寺の建地割にすでにみられるが、それを除くと最も古いのが元

禄 15年の出雲大社図となり、それ以降の図に認められる。朱線は立面背後の本来見えない

位置にある屋根、破風、小屋組、軒等を描くことが多い。 

建地割の名称を探ると、「地割」とする例が寛永 21年（1644）の日御碕神社の図にみられ、

寛文７年（1667）の「北野天満御社立地割并社堂間数目録」では、「立地割」が用いられる。

弘化 2年（1840）や万延元年（1860）の江戸城本丸御殿の造営に際して作成された図は「建

地割」と記され、万延度の江戸城本丸御殿造営に際しての「御普請絵図類仕立方」（『東京市

史稿 皇城篇三』1912年 所収』）によれば「建地割絵図」とある。 

以上の指標は、すでに伊東の科学研究費補助金による基盤研究（Ｂ）（一般）「近世指図の

作図技法・描法の展開に関する研究Ⅴ ‐建地割の編年指標の再検討‐」の研究成果報告書

（令和元年）に記したところと結果的には変わらないが、その後の建地割調査の成果を加え

ての検討を加えてもその内容の変更を加える必要がなかった。 



 

作図時期
（西暦）

建物名 図面種類 縮尺
平面の有

無
墨糸 墨差 朱線 寸法記入 名称 作図者 所蔵先

享禄4年
（1531）

善光寺造
営図　 鐘楼
建地割図

立・断面 1/10 × × 〇 × × ×
善光寺　大

工
善光寺

享禄4年
（1531）

善光寺造
営図　 楼門
建地割図

立・断面 1/10 × × 〇 × × × ― 善光寺

享禄4年
（1531）

善光寺造
営図　 四脚
門建地割
図

立・断面 1/10 × × 〇 × ○ × ― 善光寺

享禄4年
（1531）

善光寺造
営図　 回廊
建地割図

立・断面 1/10 × × 〇 × × × ― 善光寺

享禄4年
（1531）

善光寺造
営図 熊野
三社建地
割図（平）

立・断面 1/10 × × 〇 × × ×
如来大工
遠江守

善光寺

享禄4年
（1531）

善光寺造
営図  熊野
三社建地
割図（妻）

立・断面 1/10 × × 〇 × × × ― 善光寺

享禄4年
（1531）

善光寺造
営図　 神明
社建地割
図

立・断面 1/10 × × 〇 × ○ × ― 善光寺

天文4年
（1535）

宇佐宮上
宮指図

立・断面 1/10 × 〇 〇 × × ×
大工　藤原
次良左衛

門
宇佐神宮

永禄2年
（1559）

談山神社
本殿造営
図並所用
具図　 建地
割図　（断
面）

立・断面 1/10 × 〇 〇 × × × ― 談山神社

永禄2年
（1559）

談山神社
本殿造営
図並所用
具図　 建地
割図　（背
面）

立・断面 1/10 × 〇 〇 × × × ― 談山神社

元亀4年
（1573）

円覚寺仏
殿古図　 地
割之図

立・断面 1/10 × × 〇 × × × ― （高階家）

元和5年
（1619）

慶長内裏
女御御殿
御休息之
間建地割
並指図

立・断面 1/10 ○ × × × × × （中井）
京都府立
京都学・歴

彩館

元和
江戸御天
守Ⅰ

立・断面 × × × × × × （中井） 中井正知

元和
江戸御天
守Ⅱ

立・断面 1/10 × × × × × × （中井） 中井正知

寛永３年
（1626）

二条御城
御天守

立・断面 ？ × × × × × × （中井） 中井正知

寛永年
（16）

若州三重
之御天守

立・断面 ？ × × × × × × （中井） 中井正知

寛永年（16）
若州五重
之御天守

立・断面 ？ × × × × × × （中井） 中井正知

寛永21年
（1644）

日御碕神
社社殿地
割図　 上御
本社御殿
地割

立・断面 1/10 × × × × × 地割
鈴木近江
守長次

日御碕神社

寛永21年
（1644）

日御碕神
社社殿地
割図 上御
本社拝殿
地割

立・断面 1/10 × × × × × 地割
鈴木近江
守長次

日御碕神社

寛永21年
（1644）

日御碕神
社社殿地
割図　 三重
塔

立・断面 1/10 × × × × × 地割
鈴木近江
守長次

日御碕神社

寛永21年
（1644）

日御碕神
社社殿地
割図　 多宝
塔

立・断面 1/10 × × × × × 地割
鈴木近江
守長次

日御碕神社

表１ 建地割にみられる作図技法・描法 



 

 

寛文7年
（1667）

北野天神
御社立地
割幷社堂
間数目録

立・断面 ？ × × × × × 立地割
加藤権右
衛門尉

中井正知

慶安３年
（1650）

長谷寺本
堂

立・断面 1/10 〇 × × × ×

寛文8年
（1668）

出雲大社
本殿ほか
建地割52
点

立・断面 1/20 ○ × × × × ×
鈴木近江
守長次

出雲大社

寛文9年
（1669）

比叡山・文
殊楼・根本
中堂他

立・断面 1/20 × × × × × × （中井） 叡山文庫

元禄15年
（1702）

出雲大社
図

立・断面 1/ 30  1/80 × × × ○ ○ 地割 甲良宗貞
東京国立
博物館

宝永
善光寺如
来堂古図
建地割図

立・断面 1/30 × × × ○ ○ × 甲良宗賀
東京国立
博物館

正徳
江戸城御
天守之絵
図　 平図

立面図 1/50 × × × × × × （甲良）
東京都中
央図書館

正徳
江戸城御
天守之絵
図　 妻図

立面図 1/50 × × × × × × （甲良）
東京都中
央図書館

明和7年
（1770）

宝永度後
桜町院御
所建地割
図

断面図 1/1 × × × ○ ○ × （中井）
京都府立
京都学・歴

彩館

天明3年1
月

(1783)

由原ろうも
ん

立・断面 ― × × 〇 × × ×
矢埜重通

写之
柞原八幡宮

天明３年
（推定）

由原八幡
宮御本社
（宝暦元
年）

立・断面 ― × × 〇 × × ×

矢埜内匠
重定作之
矢埜重通

写之

柞原八幡宮

寛政元年
（1789）

仙洞御
所・女院
御所建地
割綴（寛
政度後桜
町院御
所・恭礼
門院御
所）  

立・断面 1/20 ほか × × × ○ × × （木子）

東京都立
中央図書
館特別文

庫室

文化10年
（1813）

東別院本
堂建地割
図

立・断面 ― × × × × × × 武内家
大分県立
歴史博物

館

天保6年
(1836)

石井大明
神御拝七
分之壱

立面図 1/7 × × × × × × 武内家
大分県立
歴史博物

館

弘化２年
（1840）

江戸城本
丸関係建
地割図

立・断面、
立面

1/20　1/30 × × × ○ ○ 建地割 甲良若狭
東京国立
博物館

万延元年
（1860）

江戸城本
丸関係建
地割図

立・断面、
立面

1/20　1/30
1/50

× × × ○ ○
建地割、建
地割絵図

甲良若狭

東京都立
中央図書
館特別文

庫室

天保14年
(1843)

大瀧神社
社殿絵図
（正面）

立・断面 1/5 × × × × × × × 大瀧神社

天保14年
(1843)

大瀧神社
社殿絵図
（側面）

立・断面 1/5 × × × × × × × 大瀧神社

江戸中期
以降か

台徳院総
門建地割
図

立・断面 1/10 × × × × × × （甲良）
東京国立
博物館

江戸中期
以降か

台徳院総
門建地割
図

立面図 1/10 × × × × × × （甲良）
東京国立
博物館

江戸中期
以降か

増上寺本
堂建地割
図

立・断面 1/50 × × × × × × （甲良）
東京国立
博物館

江戸時代
日光御宮
図

立・断面 不明 × × × ？ ○ × （甲良）
東京国立
博物館

江戸時代
日光御宮
図

立・断面 一部1/100 × × × ？ ○ × （甲良）
東京国立
博物館



 

 

４ おわりに 

 今回の検討で対象とした建地割は、設計に関わる基本図と現実の建物との間を埋めるよ

うな役割をもつ図があったように思われる。これまで指図・建地割など、江戸時代以前の建

築図面の研究を進めてきたが、図面にも様々な作成目的があったことが明らかになってき

た。一方、建物の造営は、建築図だけでは実施が不可能で、ともに作成される建築図書とと

もにあって初めて可能になる。いかに建設が行われたのかというその全貌が明らかになる

ときはじめて図の果たした役割が浮かび上がるのであろう。コロナ禍で寸断され続けた研

究であったが、研究の進展速度の鈍りは、そのせいばかりではなく、研究の核心に接近しつ

つあるためだと考えて、今後も調査・研究を継続したい。 

 

注 

１）三宅 裕・伊東龍一・後藤久太郎・斎藤英俊・吉田 純一・松井みき子・山口俊浩「京大

工頭中井家の建地割の作図技法・描法に関する検討 : 宮内庁書陵部内匠寮本を中心と

して」（日本建築学会大会学術講演会梗概集 pp.229-230 2015年）や伊東龍一「近世

指図の作図技法・描法の展開に関する研究Ⅴ -建地割編年指標の再検討-」科学研究費

助成事業（基盤研究（B）一般）研究成果報告書 2019年など 

２）多米淑人・吉田純一・伊東龍一・斎藤英俊「近世指図の作図技法・描法の展開に関する

研究 その 3 『叡山文庫』所蔵の根本中堂と大講堂の地割図について」（日本建築学会

大会学術講演梗概集 pp.821-822，2021年）  

 この論文では、『叡山文庫』所蔵の根本中堂、大講堂のそれぞれの外観地割図と内部

地割図は、図の様相から 3 つのグループ（A、B、C）に分けることができ、A→B→C の

順序で図の表現や墨書が綺麗かつ丁寧になっていること、それらがそれぞれ計画段階、

江戸時代

方広寺大
仏殿諸御
建物幷三
十三間堂
建地割図

立・断面
1/100
1/200

× × × × × 建地割図 （中井） 中井正知

江戸時代
大塔地割
図

立面 × × × × × 立地割
今井木工
右衛門（中

井）
中井正知

江戸時代 僧堂之図 立・断面 × × × × × 図 （中井） 中井正知

江戸時代 禅宗様仏殿建地割図立・断面 × × × × × × （中井） 中井正知

江戸時代 五間三門建地割図立・断面 × × × × × ― （中井） 中井正知

江戸時代 庫裏二十分一立・断面 × × × × × × （中井） 中井正知

江戸時代
自性寺立
面図

立・断面 不明 × × × ○ × × 不明 自性寺

江戸時代
自性寺立
面図

立面図 不明 × × × × × × 不明 自性寺

江戸時代
自性寺立
面図

立・断面 不明 × × × × × × 不明 自性寺

江戸時代
日光東照
宮ほか

立・断面 1/50 ○ ？ × × × × 不明

大田区立
郷土資料
館木原家

文書

不明
亭助翁五
重塔

立面図 不明 × × × × × × 武内家
大分県立
歴史博物

館

明治時代
凌雲閣断
面図

断面図 1/20. × × × × ○ 断面之図 武内家
大分県立
歴史博物

館



清書、清書の図面であるのではないかと推定している。 

また、多米淑人・吉田純一・伊東龍一・斎藤英俊「近世指図の作図技法・描法の展

開に関する研究 その 4 『叡山文庫』所蔵の根本中堂地割図の縮尺について」 

この論文では、『叡山文庫』所蔵の根本中堂の地割図 6図は外題や内題の記述から

1/20 で描いた図面であると考えられていたが、各図面から割り出した各部材寸法の

計測値を考察したところ、B、Cグループの外・内地割図の高さは 1/20の縮尺で描か

れているものの、横方向の柱間は 6図いずれも約 1/25の縮尺で描かれていることが

明らかになった。しかしながら、その理由については未だ十分解明できていない。 

３） 平井聖ほか『中井家文書の研究 内匠寮本図面篇 第６巻』中央公論美術出版 1981  

 年 p.60 

４） 伊東龍一「江戸城関係図面と幕府作事方大棟梁甲良家」『城郭・侍屋敷古図集成 江  

戸城Ⅰ＜城郭＞』至文堂 1992年 pp.255-257 

５） 注１と同じ。 
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研究課題  

中世興福寺の諸建築にみる復古思想の解明 

研究代表者  海野  聡（東京大学大学院）  

１．研究目的・概要  

中世において、大陸から新たに持ち込まれた大仏様や禅宗様が隆盛し、細部
意匠は和様建築にも波及したことが知られている。いっぽうで興福寺ではそれ
以前の伝統的な建築形式が堅持され、室町時代も同様であった。中世の興福寺
以外でも近世における考証学や現代における復元など、伝統形式の継承や再興
による〈復古〉は日本建築史を通じて行われてきている。ゆえに中世興福寺の
諸建築と造営にかかわる文書を通して設計手法や背景を施主・技術者の両面か
ら検討することで、日本建築史に通底してみられる伝統継承の思想と〈復古〉
に対する技術的解釈の解明に迫る点は大きな意義がある。  
中世の建築技術については、大仏様・禅宗様に焦点が当てられ、和様、特に

奈良時代建築の継承という点には看過されてきており、大きな特色ある着眼点
である。現存建築・文献資料・発掘資料・春日社寺曼荼羅・「興福寺建築諸図」
（東京国立博物館蔵）などの絵画資料という多彩な資料を用いる本研究の研究
手法は独創的である。  
興福寺の鎌倉再建の現存建築としては、北円堂と三重塔が残り、これらの検

討とともに、同時代、あるいは礎石を採用した〈復古〉的な建築を比較対象と
して、興福寺の中世における〈復古〉について検討する。また興福寺の中世の
様相を知るうえで、主要な史料である「興福寺建築諸図」があり、ここには興
福寺の中世以降の建物の情報を多く含んでいる。この「興福寺建築諸図」をも
とに現存しない建築の情報も多く含んでいる。  

２．「興福寺建築諸図」について  

この「興福寺建築諸図」は興福寺の図面及び書貫帳で、江戸時代の作成とみ
られる。享保 2 年（ 1717）の火災前後に描かれた建物の実測図または焼失後
の再建計画図と推測され、現在は東京国立博物館に所蔵される。  
この「興福寺建築諸図」に関する論考は濱島正士１）、川上貢２ )らの研究があ

り、食堂に関しては、古式を伝える建築図として拙稿でも取り上げている３）。
この「興福寺建築諸図」の図は現況の実測図・修理計画図・再建計画図のそれ
ぞれの性格を有している。  
「興福寺建築諸図」は主に中金堂を含む一帯が失われた享保 2 年前後に描

かれたものであるが、食堂は火災を免れている。それゆえ鎌倉再建の建物が残



っていた食堂・竈殿については、ここから鎌倉時代の再建建築の構造を知るこ
とができる。  
食堂は永承元年 (1046)と治承 4 年（ 1180）の 2 回の焼失のみで、鎌倉再建

の食堂は明治年間に中学校・県庁と利用されたが、その後、取り壊されて現存
しない。竈殿も享保 2 年の火災では焼けておらず、食堂と同じく鎌倉時代の
ものがこの時にも残っており、その図面であるとみられる。これをもとに鎌倉
再建の食堂・竈殿の様相を窺うことができる。  

３．興福寺の中世の再建  

現存する興福寺北円堂・三重塔をもとに中世の再建における特徴を見てみた
い。京下工・官行事所工・寺工らが興福寺の造営に参加したことが知られ、二
つの技術系統があった。三重塔は「部材の寸法が細く、洗練・瀟洒」だが、北
円堂は「力強い印象を与えるもの」で、これを京都系と奈良系の意匠の違いを
よく示すものとする 24)。後者は寺家沙汰であったことが知られ、寺工の関与
からも奈良系のもので、三重塔は京都系とみられる。  
これを踏まえて食堂・竈殿をみると、食堂は鎌倉復興の最初期の養和元年

（ 1181）に造営に着手し、同年 10 月 3 日には軒を張らない仮葺であるが、
新造がなっている。この時点では軸部は完成していたとみてよかろう。そのう
えで「興福寺建築諸図」をみると、食堂は桁行９間、梁間５間の四面廂の柱配
置で、入母屋造で描写される。二重虹梁豕扠首の構造で、妻飾りも豕扠首とし、
軒は二軒で、出組で支え、中備は間斗束とする。軸部は丸柱を地覆・腰貫・飛
貫・頭貫で固め、柱間装置は板戸とする。貫に着目すると、少なくとも妻側の
梁間方向に飛貫と腰貫、入側柱の桁行方向に飛貫と腰貫を用いている。この二
方向の貫は妻側で交わるとみられるが、梁間方向・桁行方向で高さが異なって
おり、背違いとすることで、柱位置で貫が同高で直交しない軸組としている。
また側柱と入側柱をつなぐ繋虹梁の入側柱の端部が柱を貫通しており、入側柱
筋の頭貫と組んでいる。いずれの虹梁尻も鯖の尾が付く。   
同様に竈殿をみると、桁行９間、梁間４間で入母屋造とし、煙出しが付く。

組物は平三斗、二軒とし、虹梁豕扠首で支える。軸部は丸柱を地覆・腰貫・頭
貫で固める。竈殿の貫についても、外周の腰貫の高さが梁間方向と桁行方向で
異なっており、背違いで納めている。また内部は入側柱の頭貫が桁行方向だけ
ではなく、梁間方向にも入っており、さらに根肘木で支えている描写がある。
この頭貫の上には斗を置き、虹梁を支えている。いずれの虹梁も鯖の尾が付く。  
以上のように「興福寺建築諸図」に描かれた食堂・竈殿をみると、屋根形状

や組物 25)などは古代にもみられる手法を用いており、全体的には「古代的」
な外観を見せていたと考えられるが、虹梁尻の鯖の尾・背違いの貫など、細部
では奈良時代の建築の形式を継承したのではなく、建設時の手法が用いられた
とみられる。  



４．興福寺における〈復古〉思想  

興福寺の鎌倉復興において、〈復古〉として何を目指し、どの程度、オリジ
ナルが重視されたのであろうか。〈復古〉における取捨選択を通して、オリジ
ナルの追求についてみてみたい。  
まず「興福寺建築諸図」の食堂・竈殿を見ると、建築規模が一要素としてあ

げられる。規模に関しては、発掘調査を通して、規模の継承が明らかになって
いる。食堂の身舎を梁間三間とする構成は古代食堂の流れを継承するものであ
る。  
いっぽうで虹梁尻の鯖の尾など、当時の意匠を取り入れる部分もみられ、オ

リジナルに対する過度な追求はうかがえない。前身建物の焼失という歴史的背
景もあろうが、細部に関しては、オリジナルと同時代の類例を参照するといっ
た行為は志向しなかったのであろう。  
鎌倉再建の現存建築をみると、北円堂では二重虹梁を用いており、構造強化

を図っている。さらに古代の建築技術からの発展があり、入側柱筋では内法貫
が内法長押の下方に表出し、内部空間には変化が窺える。これに対し、側廻り
の内法貫は外観に表出しない配慮をしている。  
鎌倉復興に限らず、中金堂・東金堂・五重塔・南大門では礎石が再用されて

おり、規模の継承が確認でき、建物規模はオリジナルの継承の重要な要素であ
ったとみられる。中金堂に関していえば、「興福寺建築諸図」や「春日社寺曼
荼羅」（鎌倉時代）の描写からみて、単層裳階寄棟造という姿が鎌倉・応永の
再建で継承されており、奈良時代以来の姿を志向していると考えられる。  
興福寺の〈復古〉においては建物規模や屋根形状などのおおまかな建物構成

の継承が志向されたことは疑いなかろう。いっぽうで、そのオリジナルへの追
求は現代の一部の遺跡復元にみられるような過度なものではなく、新しい技術
や細部意匠の導入を許容するものであった。  
 

５．興福寺の〈復古〉の特殊性  

興福寺では北円堂で貫が使用されていることが知られ、鎌倉時代の再建の竈
殿でも、もちいられた可能性がある。同様の貫の使用の早い例としては平等院
鳳凰堂の両翼廊がある。これは今後の研究課題であるが、本研究により貫の発
生年代を考えるうえで、重要な視座が得られている。  
また同時代の奈良の事例を法隆寺でみても、聖霊院や東院礼堂をみても、ほ

ぼ古代の建築の形式で足固貫が一部、用いられる程度である。法隆寺の鎌倉復
興には興福寺の工匠の関与がうかがわれ、全体としては古式を継承するという
興福寺の〈復古〉の思想に通じる要素がうかがえる。  
おなじく中世の大阪南部の密教寺院である金剛寺・観心寺では密教寺院とい



うこともあるが、平面的には中世の密教本堂の形式として礼堂付加があり、古
代の状態をそのまま継承しているとはみがたい。さらに観心寺では双斗の中備
が用いられており、新しい要素が取り込まれていた。  
興福寺の〈復古〉の様相が特殊であることは、国分寺の再建からもうかがえ

る。周防国分寺は室町時代に再建、そして江戸時代に現在の金堂が建てられて
いるが、同位置で継承されているものの、規模は大きく変わっており、近世寺
院の特徴を示している。  
以上の比較からも、興福寺の鎌倉復興における〈復古〉思想は南都諸寺や同

時代の寺院と比べても特殊である。さらに同位置での継承がなされる事例はほ
かにもみられ、これも〈復古〉思想とも考えられるが、周防国分寺のように、
建築形態や規模は大きく変わる者も多く、この点からも興福寺の例は特異であ
るといえる。  
 
注  
１ ) 濱島正士「「興福寺建築諸図」について」『東京国立博物館研究誌』 461、
東京国立博物館、1989 年。本論文では「興福寺建築諸図」の内訳として名称・
大きさ・種別・縮尺・年紀・大工名・備考の項目を示し、制作年次・制作者を
示している。また同氏は『設計図が語る古建築の世界―もうひとつの「建築史」』
（彰国社、1991 年）において、享保の現況図と修理計画図の違いを示してい
る。  
２ ) 川上貢『建築指図を読む』中央公論美術出版、 1988 年  
３ ) 海野聡「東大寺食堂にみる古代食堂の建築的展開について」『東大寺の新
研究３  東大寺の思想と文化』法蔵館、 2018 年  
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はじめに

　本研究は、中世社寺建築の平面寸法決定において常識とされる「枝

割制」について、その疑問点を指摘し、「枝割制」に代わる新たな

平面寸法決定技法を提案するものである。

　「枝割制」とは、鎌倉時代後期ころに「六枝掛」とともに成立し

たとされる平面寸法決定技法で、１枝寸法をはじめに定め、それに

垂木数を乗じて柱間寸法を決定すると考える。

　本来、社寺建築は表の間 ( 正面間口 ) をまず決定し、順次小さい

寸法を決めていくものであるが、中世の社寺建築の表の間は、古代

のように完数値ではなく端数のつく値になるため、「枝割制」はそ

れをよく説明できる技法として、広く受け入れられてきた。最近で

は、中世仏堂だけでなく、禅宗様仏殿や法隆寺金堂までもが、「枝

割制」であるとする論考が提示されている。

　しかし、「枝割制」には多くの矛盾点があり、それらを説明する

ためには、本来の正しい設計法を明らかにしなくてはならない。

１　枝割制の疑問

1.1　近世以前の枝・枝割

　「枝」は「シ」、「シュ」と呼び「支」、「首」が当てられる他、「本」、
「 」などがある。　
　「匠明」などの近世木割書、規矩術書においてその意味を検討す

ると、「枝」は垂木の本数を示す語彙で、現代のように垂木真々間

の長さの概念はなく、垂木幅と小間を加えた値とも認識されていた

ことが窺がわれる。

1.2　近代の枝・枝割・枝割制

　『文化財講座建造物 3』によれば、「枝割制」は「垂木の間隔を基

準として、これから柱間寸法を定める技法」とされる。そうした理

解の基礎は文化財建造物修理の蓄積の上に大森健二博士の「六枝

掛」と「枝割制」によって軒廻りの整理されたとの解釈であった。

その後、浜島正士博士の塔や、溝口明則博士の１丈宛何枝という１

枝寸法の出自を問う解釈は、扇垂木の禅宗様仏殿や古代の法隆寺金

堂までもが「枝割制」であると解釈が広がった。

　他方、「枝割制」に疑問を呈する文化財建造物修理工事報告書は

少なからず存在する ( 富貴寺本堂、不動院本堂他 )。また、村田健

一は、溝口の『法隆寺の設計技術』の書評で、内容に触れず「枝割

制」とはまったく逆の設計工程を主張した。しかし、否定しただけ

で、「枝割制」に代わる設計法の提示はおこなわれなかった。

1.3「枝割制」の疑問

　現代では「枝割」は「枝割制」と同じ意味で使われる。つまり、

自律した垂木歩を先に定め垂木数を乗じて柱間寸法を定める意味で

ある。しかし、江戸時代の木割書では柱間を何本の垂木で割込む、

つまり垂木割の意味であり、まったく反対の解釈になっている。

　また、垂木歩 ( １支寸法 ) が端数のつく値である場合が多い。さ

らに同一建物の中で、柱間によって垂木歩が異なる点は、「枝割制」

では説明ができない。

　そのほか、近世の大工技術書を検討しても垂木歩を先決めする記

述は確認できない。

２　本研究の視座

　これまで矛盾がありながら「枝割制」が一定の正当性を有してい

たのは、鎌倉時代後期頃以降、表の間が整数値ではなく、端数のあ

る値であったため、表の間が先に決定されたと考え難かったことに

よる。その原因は、緒寸法の捉え方に問題があったためと考えられ、

本研究においては以下の４つの視座を明確にした。

2.1　平面寸法を押さえる基準の多様性

　これまでは柱や垂木の真々だけを基準にしてきたが、近世木割書

においても、以下の三種類の基準が確認できる。

　中墨 ( 真々 )、ヲゼ ( 外法 )、ダキ ( 内法 ) の３基準である。柱真は、

柱を３基準に据えた後求められる。
2.2　度量衡の問題「裏目尺」の使用

　中世では通常の尺より√２倍の長さである裏目尺が、平面寸法な

どにも使用されていたことを、近年の修理工事報告書で指摘される

ようになってきた ( 十島菅原神社本殿他 )。裏目尺は唐尺とも呼ば

れ中国や沖縄で吉凶を占うのに使用される露般 ( 斑 ) 尺であった可

能性がある。

　裏目尺の使用は、建物全体の場合もあるが、建物で最初に定めら

れる表の間に使用されてた可能性が窺われる。

2.3　境内の建物相互の関係性



　社寺建築はそれぞれが自由に設計されているのではない。『匠明』

においても七間堂以上の堂の場合五間大門とし、中央間は本堂より

柱１本狭くするとの記述がある。

　実際の遺構を調べてみても、神社本殿と拝殿や門、寺院本堂と門、

鐘楼、塔の表の間には明快な比例の関係が認められる。したがって

緒建築は「枝割制」が説く、垂木歩 ( １支寸法 ) から決められたの

ではなく、建築全体の規模を規定する表の間から定められたことが

推察される。

2.4　整数比或いは比例論

　「枝割制」を主張する溝口は、我が国の建築の設計において比例

論は科学的根拠がないとするが、それは全くの間違いで、すべての

寸法は表の間から比例によって定められる。もちろん近世木割書は

比例による設計理論である。現代では簡単な比例 (例えば3：2など )

は認識できるが、少し複雑なると整数比で表現することが少ないた

め、気付かないことが大変多い。

　例えば、1：√ 2 に按分する事例は、「延小目割」といい、様々

な寸法決定に使用されている ( 塔の相輪の割付など )。

３　五間堂の平面寸法決定法

3.1　「枝割制」の否定と新しい設計法の提案

　「枝割制」の問題点は、はじめに自律的に決定する垂木歩 ( １支

寸法 ) に端数があること、同一建物で柱間によって垂木歩の値があ

ることである。我々は疑問に思いながら、これらの点に目を逸らし

ていたのである。それらの事実ははじめに垂木歩が決められたこと

を否定している。また近世大工文書の検討からも、垂木歩は後に決

定されてきたことは明らかである。

3.2　「柱間按分法」

　本研究では新たな平面寸法決定法として「柱間按分法」を提案す

る。その基本は、建築の正面間口である表の間をまず決定し、それ

を按分して柱割をおこない、各柱間を垂木割をおこなうのである。

したがって垂木歩は最後に求められる。現代の「枝割制」とはまっ

たく反対の工程であるが、それが建物本来の設計の流れであろう。

　なお、すべてが一様なながれではなく、基本的な流れに対し２つ

の二つの変化した工程がある。「基本型」、「枝数型」、「外法型」で

ある。 

　「基本型」は、表の間を裏目尺 ( 露般尺 ) 完数で定め、整数比

B:B:A:B:B で按分して柱割をおこない柱を据える。次に整数比の値

を n 倍した値を垂木数として垂木割をおこなう ( 倍数は２～ 4 が多

い )。垂木数は nB:nB:nA:nB:nB になる。柱割と垂木割の比が一致す

るから垂木歩はすべて揃う。垂木歩の値は端数のあるものとないも

の両方がある。

　「枝数型」は、柱割までは「基本型」

と同じであるが、垂木割を柱割の比と

関係なく自由に決める。Y:Y:X:Y:Y で

ある。したがって、各柱間の垂木歩は

揃わない。一般には中央間で大小の値

となる ( 柱割と垂木割の比は関係がな

い )。

　「外法型」は、柱割までは「基本型」

と同じであるが、端の柱の外側を表の

間の端に据えるのである。したがって端間の柱真は柱半分短くな

る。中央間と脇間は「基本型」に準じて柱割の整数比に n 倍した

値を乗じて垂木数を決め、端間は任意の枝数で垂木割をおこなう。

C:nB:nA:nB:C となる。柱の径がちょうど垂木歩２本分であれば、す

べての垂木割は揃うが、そうでない場合は端間が揃わない。

3.3　事例研究１　柱間按分法 基本型

大報恩寺本堂　鎌倉時代前期　安貞元年 1227

　表の間　裏目 46.0 尺 (1.40)　　　　(　) 内は裏目尺への換算値

　柱　割　5：7：8：7：5　

　垂木割 15 枝：21 枝：24 枝：21 枝：15 枝 

垂木歩　中央間 6.55 寸

　　　　脇間 / 端間 6.69 寸

柱割と垂木枝数の比が異なる

ため中央間と脇間、端間の垂

木歩の寸法が違う値になる。

　その他、鎌倉～室町時代の

8 棟を検証した。

　その他、鎌倉～室町時代の 40 棟が「基本型」であることを検証

した。なお、五間とも同じ柱間寸法とするものが３棟あり、この中

に分類した。

3.4　事例研究２　柱間按分法 枝数型

西明寺本堂　鎌倉時代前期　当初の五間堂時代の平面

　表の間　裏目 34.0 尺 (1.41)

　柱　割　8：8：9：8：8

　垂木割　14 枝：14 枝：16 枝：14 枝：14 枝



3.5　事例研究　柱間按分法 外法型

長弓寺本堂　鎌倉時代後期　弘安２年 1479

　表の間　裏目 36.0 尺 (1.41)

　柱　割　7( ヲゼ )：9：9：9：7( ヲゼ )　　ヲゼ＝外法

　垂木割　13 枝：18 枝：18 枝：18 枝：13 枝

　垂木歩　中央間 / 脇間　6.20 寸

　　　　　端間　6.20 寸 ( 柱径が垂木歩２つ分であるため歩は揃う )　

　その他 5 棟の遺構はすべて鎌倉時代後期に限られる。

3.6　総括

　中世の五間堂 56 棟の平面寸法の決定法を検証し、「枝割制」で

は説明出来なかった矛盾点を「柱間按分法」で矛盾なく説明するこ

とができた。その内訳は下表のとおり。

時　代 基本型 枝数型 外法型
鎌
倉
時
代

前　期 2 3 －

後　期 　8　  (1) － 6

室
町
時
代

前　期   14　  (1) 4 －

中　期 　9　  (1) － －

後　期 8 2 －

合　計 41 9 6

「基本型」は、垂木歩 ( １枝寸法 ) がすべて揃う平面寸法の決定法

で最も棟数が多く全国に分布する。代表的な遺構は、長寿寺本堂、

鑁阿寺本堂、浄土寺本堂、本山寺本堂 ( 香川 )、新長谷寺本堂など。

「枝数型」は、垂木歩が揃わない。近江、若狭地方に分布する。代

表的な遺構は、明通寺本堂、法界寺阿弥陀堂、桑実寺本堂など。

「外法型」は、端間で垂木歩が揃うものと異なるものがある。代表

的な遺構は、霊山寺本堂、大善寺本堂、長保寺本堂などで奈良を中

心に鎌倉時代後期だけに見られる。

4　七間堂の平面寸法決定法

4.1　柱間按分法

　七間堂も五間堂と全く同様に「柱間按分法」で柱割、垂木割がお

こなわれる。やはり、「基本型」、「枝数型」、「外法型」がある。

4.2　事例研究１　基本型

太山寺本堂　鎌倉時代後期　嘉元３年 1305

　表の間　裏目 38.0 尺 (1.42)

　柱　割　6：7：7：7：7：7：6

　垂木割　12 枝：14 枝：14 枝：14 枝：14 枝：14 枝：12 枝

　垂木歩　5.75 寸

4.3　事例研究２　枝数型

常楽寺本堂　室町時代　延文５年 1360

　表の間　48.0 尺 (1.416)

　柱　割　9：9：9：11：9：9：9

　垂木割　16 枝：16 枝：16 枝：20 枝：16 枝：16 枝：16 枝

　垂木歩　中央間　5.515 寸

　　　　　脇間 1/ 脇間 2/ 端間　5.638 寸

4.4　事例研究 3　外法型

観心寺金堂　室町時代前期　正平年間 (1346-1369)

　表の間　裏目 46.0 尺 (1.42)

　柱　割　7( ヲゼ )：7.5：8：8：8：7.5：7( ヲゼ )

　垂木割　13 枝：15 枝：16 枝：16 枝：16 枝：15 枝：13 枝

　垂木歩　中央間 / 脇間１　6.175 寸

　　　　　脇間２　6.193 寸

　　　　　端　間　6.154 寸　

4.5　総括

　中世の七間堂 11 棟 ( 比較のため桃山期の園城寺金堂を加えた )

の平面寸法の決定法を検証し、五間堂と同様に「柱間按分法」でよ

く説明出来ることを明らかにした。

時　代 基本型 枝数型 外法型
鎌
倉
時
代

前　期 － － －

後　期 1 1 －

室
町
時
代

前　期 4　(1) 1 1
中　期 1 － －

後　期 1 － －

桃山時代 1
合　計 8 2 1

「基本型」の代表的な遺構は、延暦寺転法輪堂 ( 旧園城寺金堂 )、金

剛輪寺本堂、善水寺本堂、朝光寺本堂など。近江や瀬戸内地方に分

布する。

「枝数型」の代表的遺構は、太山寺本堂 ( 兵庫 )。

「外法型」は観心寺金堂１棟である。

５　柱断面寸法の決定法

5.1　近世木割書の決定法 

　近世木割書において柱の断面寸法の決定法は、通常の仏堂や社殿

では中央間や脇間などひとつの柱間に寸数え (0.1 倍の意 ) などと係

数を乗じるものと塔などでは総間 ( 土居 ) に係数を乗じる２種類が

ある。それらは簡易な方法と言えるだろう。

5.2　成岡家文書の三間堂の柱断面寸法の決定法

　中世からの大工家の流れを汲む成岡家蔵の大工文書「鎌倉様御秘

伝書」、「木割秘伝規矩」は慶長頃のもので ( 江戸末の写し )、古式

な木割書と推察される。

　三間堂については「三間割堂」とあり、「枝割制」ではないこと

が明らかである。また表の間 18 尺のとき柱の断面寸法は 0.42 を

乗じて決定する。この係数 0.42 はどのような根拠で求まられたの

か検討すると、以前から筆者が考えていた「脇間整数比差法」で説

明できることが判明した。



　「脇間整数比差法」とは、三間堂の中央間と脇間の比 ( ともに真々 )

に対し中央間真々と脇間外法の比の差から柱の断面寸法を求める方

法である。成岡家文書の 18 尺の三間堂を例にとると、

　柱真々の比　   7：10：7　　…　①

　中央間真々と脇間外法の比  3：  4  ：3　　…　②

　②式は表の間の外法を示し①式は真々であるから、その差が柱の

断面寸法となる。この式から表の間の真々に対し柱は、

　　　　　2/27 ＝ 1/24 ＝ 0.0416…≒ 0.042

　となり、成岡家文書とおりとなる。またこの時中央間に対する柱

断面寸法の比は、

　　　　　　　2/20 ＝ 0.10

　となり、木割書でよく見られる比率となる。

　この条件を実際の満たす遺構は、西願寺阿弥陀堂がある。

5.3　成岡家文書の五間堂の柱断面寸法の決定法 

　「五間割堂」では柱の断面寸法を表の間が 31 尺の場合、係数

0.0265 を乗じて決定する。これを「安き法」つまり簡易法という。

　これも「脇間整数比差法」で導くことができる。木割書から、

　柱真々の比　　　　　　　　　7：7：9：7：7　　…　④

　脇間、端間をまとめて　　　　　14：9：14　　　…　⑤

　中央間真々と脇間外法の比を　 1.61：1：1.61　　…　⑥

と仮定して、⑥式から⑤式の差を取ると、柱の断面寸法を得る。

　　　　0.98/37 ＝ 0.0264986…≒ 0.0265

　⑥式の 1.61 は中央間に対して脇間を黄金比とした値である。

６　禅宗様三間仏殿の平面寸法決定法

6.1　三間仏堂の平面寸法決定法

　三間仏堂の平面寸法の決定法は、「柱間按分法」と考えられる。

はじめに表の間を裏目完数で定め、それを整数比で按分して柱割を

おこなうのである。和様仏堂であれば、さらに各柱間を垂木枝数で

除して垂木割をおこなう。さらに、柱の断面寸法は、「脇間整数比

差法」で決定されると考えられる。

　平面寸法と柱断面寸法の基本モデルと計算式を以下にまとめた。

A、B や X、Y は比率であるが、中央間真々である A と X の実際の

長さは等しい。

　柱真々の比に対し、ヲゼ真 ( 脇間は中央間側が柱真、側は柱外法

までと中央間真々 ) の比の組合せは、一義的に決まっていて下表に

示すパターンが考えられる。そこから柱の断面寸法は比率によっ

て、以下の式で定められる。

2( )( + 2 )
2( )

表の間に対する柱径の比率

中央間に対する柱径の比率

B　　：　　A　　：　　B　

Y　　：　　X　　：　　Y

真　々 外法・真々 柱　径
脇 間

B

中央間

A

脇 間

B

脇間外法

Y

中央間

X

脇間外法

Y

柱 /総間

R0

柱 /中央間

R1

4 5 4 √ 3/2 1 √ 3/2 0.051 0.132 

7 8 7 8.5 9 8.5 0.051 0.139 

9 13 9 3 4 3 0.048 0.115 

2 3 2 6.5 9 6.5 0.048 0.111 

4 5 4 6 7 6 0.044 0.114 

7.5 9 7.5 8 9 8 0.042 0.111 

7 10 7 3 4 3 0.042 0.100 

2 3 2 5 7 5 0.041 0.095 

3 4 3 4 5 4 0.040 0.100 

1 √ 2 1 3 4 3 0.036 0.086 

6.5 8 6.5 6 7 6 0.034 0.089 

2 3 2 √ 2/2 1 √ 2/2 0.035 0.081 

5 6 5 7 8 7 0.031 0.083 

9 13 9 6.5 9 6.5 0.025 0.060 

　R0 は、表の間に対する柱断面寸法の比

　R1 は、中央間に対する柱断面寸法の比　

　この柱間按分法によって、すべての禅宗様仏殿の平面寸法と柱断

面が求められる。一部の遺構だけに可能な「枝割制」や完数などは

必要がない。本篇では中世の 40 棟の分析結果を一覧にまとめた。

6.2　事例研究

　本篇では全遺構の分析結果を纏めたが、本梗概では代表的な遺構

として正福寺地蔵堂を掲げる。

　正福寺地蔵堂　室町時代中期　応永 14 年 1407

　表の間　裏目 13.50 尺 (1.44)

　真　々　　1　：　√ 2　：　1　

　ヲゼ真　　3　：　4　　  ：　3

　R0 ＝ 0.035　　R1 ＝ 0.085

脇間外法

脇間外法 脇間外法



6.3　小　結

　禅宗様仏殿 40 棟の検証の結果、すべてにおいて、「柱間按分法」、

「脇間整数比差法」で柱割や柱断面寸法を導くことが可能であるこ

とを示した。

　また、「アイタ」といっても、柱断面寸法を含めると３つのパター

ンが存在することも判明した。

　近世木割書にみられる中央間に寸数えなども、「脇間整数比差法」

で、その根拠を導くことができることを示した。

7　三間社の平面寸法決定法

7.1　三間社本殿の平面寸法決定法

　これまで神社社殿も垂木歩に端数があること、中央間と脇間で垂

木歩の値が異なることなどから矛盾点があった。

　また、三間堂と同様に「柱間按分法」の可能性がありそうである

が、社殿は仏堂に比べ中央間と脇間の差があまりないため難しい。

そこで「三分割法」を提案した。

　設計工程は、まず表の間を裏目完数 ( 尺乃至 5 寸単位 ) で定める。

それを三等分して基準とする。柱断面寸法を定め柱の真、側面を三

分割した基準に据える。その後柱真が決定され垂木割をおこなう。

　さらに、はじめに定める表の間を内法とするものの他、外法、中

墨の３つのパターンがある。

7.2　事例研究１　三分割法内法基準

大篠原神社本殿

　表の間内法　裏目 11.00 尺 (1.43)

　柱の断面寸法　表の間の 1/20

　中―脇差 2 枝

7.3　事例研究２　三分割法　真々基準

勝部神社本殿　室町時代後期　明応 6 年 1497

　表の間真々　裏目 12.00 尺 (1.41)

　柱断面寸法　表の間 1/20

　中―脇差 3 枝

7.4　事例研究３　三分割法　外法基準

園城寺新羅善神堂　室町時代前期　貞和３年 1347　

　表の間外法　裏目 15.00 尺 (1.42)

　柱断面寸法　表の間 1/20

　中―脇差 4 枝

7.5　事例研究４　柱間按分法

　三間社の一部には三間堂と同じ「柱間按分法」によると考えられ

る遺構も確認された。

苗村神社西本殿　鎌倉時代後期　徳治 3 年 (1308)

　表の間　内法裏目 8.50 尺 (1.42)

　内　法　7　：　8　：　7

　真　々　5.5  ：　7　：　5.5

　中―脇差 3 枝

7.6　小　結

　今回は 22 棟の検証をおこない、「三分割法」が 18 棟で内訳は、

内法基準が 13 棟、真基準が 2 棟、外法基準が 3 棟、「柱間按分法」

が 4 棟であった。

　「三分割法」、「柱間按分法」ともに「枝割制」では説明できない

端数のつく垂木歩、柱間で異なる垂木歩を無理なく説明することが

できる。

8　塔の平面寸法決定法

8.1　塔の木割と既往研究

　阿部家文書などの中世木割書における塔の木割では、垂木割は柱

間の跡に記述されることから、垂木歩は「枝割制」の説く基準では

なく後決めである。しかし、浜島は、柱間が完数値でない場合は「枝

割制」であると断じている。

　本稿では、塔の平面寸法は、初層の規模、各層の減衰法と柱割、

各層の垂木割の決定というプロセスで決定されていると考える。

8.2　層塔・多宝塔の平面規模の決定

　塔の初層は、本堂など主要建物から決められることは『匠明』に、

金堂中央間二間に揃える旨の木割があるが、石山寺本堂の中央二間

( 真々 ) と多宝塔の初層 ( 外法 ) はよく一致する。

　各層の減衰は「枝割制」に則り枝数を減じて決められるとするが

やはり端数のつく垂木歩や柱間毎の垂木歩の相違は問題であろう。

　最古の法隆寺五重塔の各層の減衰は、８：７：６：５：４と完全

に比によって決定されているが、他のすべての塔においてもバラつ

きはあるが整数比によって減衰すると考えられる。

　各層の総間が決定した後各層ごとに柱割をおこなうが、それは「柱

間按分法」によると考えられる。なお近世以降は平面を枝数で指定

されている遺構が増えるが、これは垂木歩より巻斗を整然に揃える

のが目的であったと考えられる。

8.3　事例研究



　五重塔 15 棟、三重塔 28 棟 ( 八角塔含む )、多宝塔 15 棟、十三

重塔を上記の仮説で分析をおこなった。代表的な遺構の分析図を下

に掲げる。いずれの遺構からも「枝割制」で設計されたとは考え難

いものであった。

9　古代寺院の平面寸法決定法

9.1　法隆寺

古代寺院の平面寸法は、「完数制」によるとされ、法隆寺の非再

建論は高麗尺がその根拠とされてきた。本稿では、法隆寺は天平尺

によるもので、「分割法」によって設計されたものとして新たな設

計法を提案した。

　「分割法」とは、奈良代の五間堂以上の仏堂において表の間を 20

程度に分割し、それを基準に柱を真や外法、内法に据えて柱割をお

こなうもので、神社社殿の「三分割」の規模の大きなものである。

　法隆寺金堂の分析事例を下図に掲げた。

　詳細は本編に譲るが基本のプロセスは以下の通りである ( 単位は

天平尺 )。

　初層の表の間 ( ヲゼ ) を 49.0 尺、側面 ( ヲゼ ) は表の間に 9：7

で 38.1 尺に定める (49.0 尺の根拠は不明 )。表の間を 18 分割し 3：

4：4：3 に取り、側面は 14 分割し 3：4：4：3 に取り柱を据える

基準とする。正面、側面ともに端の柱は表の間を外面に他は分割線

上に据える。柱の断面寸法は表の間の 1/27 である 1.82 尺とする。

　上層の表の間は、正確に下層の 5：7 で 35.0 尺、梁間は 9：

13( 黄金比 ) の 24.15 尺とする。以降の柱割、柱断面寸法の決定は

下層に準じて決定する。

9.2　その他の古代寺院の平面計画

　同様に「分割法」によって、唐招提寺金堂、新薬師寺本堂の分析

をおこない、詳細は本篇に述べた。

10　本研究のまとめ

10.1　枝割制が存在しないということ

　現代の「枝割制」では、中世建築において垂木歩 ( １枝寸法 ) に

端数があり、表の間が古代建築のように完数にならないこと。また

同一建物において垂木歩が異なる柱間が存在することが説明できな

い矛盾点であった。

　また、近世木割書等古記録を検討しても、「枝割制」を比定しう

る記述は認められず、「枝割制」は昭和 30 年代頃に文化財修理の

中で考え出された技法と考えられる。

10.2　平面寸法の決定技法の提案

　「枝割制」に代わる平面寸法の技法として、主に仏堂の計画には「柱

間按分法」、三間社では「三分割法」、そして古代寺院には「分割法」

を提案し、多く遺構で検証をおこない「枝割制」の矛盾点をうまく

説明できることを示した。

　また、「柱間按分法」と「脇間整数比差法」を併用することで、

柱の断面寸法も同時に導くことが出来ることも明らかにできた。

　以上により、現代では日本建築史の常識とされる「枝割制」は、

存在した根拠がなく、矛盾した技法であることを指摘し、それに代

わる平面寸法の決定技法を明らかにすることが出来たと思う。
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平成30 年度 公益財団法⼈松井⾓平記念財団 助成研究「近代の⽂化財建造物の保存活⽤に関する基礎的研究 −
神奈川県⽴歴史博物館（旧横浜正⾦銀⾏本店本館）を事例として」 研究実績要旨・概要書 
                         ⼤野敏＊１・丹治雄⼀＊２・守⽥正志＊３・菅野裕⼦＊４  
はじめに．本研究の⽬的と⽅法 
 本研究は、神奈川県⽴歴史博物館として保存活⽤されている重要⽂化財旧横浜正⾦銀⾏本店本館の建築につい
て、今後も健全な保存活⽤を推進するための管理活⽤計画策定にむけた基礎資料整備を⾏う。  

具体的には本館建築資料の確認、実測平⾯図の作成、内部空間における履歴確認、類例調査も含めた本館建築
の特質と今後の維持管理に向けた課題抽出、を⾏う。 
１．資料確認調査 
 神奈川県⽴歴史博物館所蔵の本館建築に関する維持管理
関係資料の⽬録作成と内容確認を⾏った。概要は表 1 に⽰
す。表 1 を含めた建築関係資料の状況は、旧横浜正⾦銀⾏
本店本館の履歴を①創建から関東⼤震災直前まで、②関東
⼤震災の被災から復旧⼯事まで、③復旧⼯事竣⼯後から東
京銀⾏横浜⽀店時代まで、④神奈川県⽴博物館への移⾏か
ら⼈⽂系博物館への改修直前まで、⑤神奈川県⽴歴史博物
館への移⾏期以後、の５期において概観する。 
①創建から関東⼤震災直前まで： 明治37 年(1904)7 ⽉〜⼤

正12 年(1923)8 ⽉ 

この時期における図⾯原図や設計資料は確認できなかっ
た。すなわち、『横浜正⾦銀⾏要覧』(1904)および『建築雑
誌』(1904)掲載の竣⼯時平⾯図や仕様等の情報を得ることはできなかった。 
②関東⼤震災の被災から復旧⼯事竣⼯まで：⼤正12 年(1923)9 ⽉〜⼤正14 年(1925)10 ⽉ 

先⾏研究において 22 件の資料の存在が確認済みであるが、整理番号 22「本館改築に関する図⾯（部分図）」40
点を⽬録化した。設備図⾯表紙 1 点､⻘焼図⾯あるいは⻘焼図⾯に描写や書込したもの 39 点で、図⾯内容は本館
建築の床構造や鋼材補強関係 4 点、漆喰天井詳細図 5 点、建具や開⼝部関連図 11 点、電気設備関係図 7 点、空
調・暖房関係図⾯ 3 点、衛⽣給⽔関係図⾯ 9 点、２階平⾯図 1 点である。すなわち資料名称のとおり本館改築す
なわち震災復旧⼯事の設計図⾯の⼀部を伝えるもので、全体像を知りうるものではない。図⾯の種類は縮尺 1/100
の平⾯図を利⽤した図⾯ 13 点、縮尺 1/200 の各階平⾯を１枚にレイアウトした図⾯ 4 点、詳細図 21 枚、給⽔系
統図 1 枚である。この中で本館建築を知るうえで重要な資
料は平⾯図で、復旧修理における室名が把握できる。また各
階平⾯図を描いた図 1-29 は 1 階平⾯図に壁の真々⼨法が記
され注⽬される（図１、⼨法は尺らしい）。また、詳細図は
それぞれの具体的な⼯事内容が判明する点で貴重で、断⽚
的な点が惜しまれるものの、「決定⾒積書」と照合すること
により利⽤価値は⾼いといえる。復旧⼯事は⼤正 13 年夏頃
から始まり、本店が営業再開した同 14 年 10 ⽉ 22 ⽇までに
は終了していたと考えられる。 
③震災復旧後〜銀⾏として使⽤された最終期：   
⼤正14 年(1925)10 ⽉22 ⽇〜昭和39 年(1964)3 ⽉ 

＊１ 横浜国⽴⼤学教授 ＊２ 神奈川県⽴歴史博物館企画普及課⻑ ＊3 横浜国⽴⼤学准教授 ＊４ 横浜国⽴⼤学特別研究教員 
 

表1　神奈川県立歴史博物館所蔵の旧横浜正金銀行本店本館関係資料　整理概要
凡例　　S55：昭和55年　H3：平成3年

資料名群名 点数 備考

図１ 40点

既目録化資料（本館改築二関スル図面（部分図）　整理番号22〔朱書〕　（横
浜正金銀行）〔マジック〕）。
震災復旧工事図面の一部。当時の室名や壁真寸法の理解、工事内容の一
部が判明。

中性紙 123点
東京銀行時代の設備営繕図面と譲渡直前の平面図。および神奈川県立博
物館改修時に作成した平面図とドーム復元図。S42頃の「神奈川県立博物
館改修工事の概要」（国建築事務所）。

箱１ 17点 神奈川県立博物館時代の書類・図面。人文系博物館構想関係書類も含む。

箱２ 19点
おもに神奈川県立博物館時代の管理・営繕関係書類と図面。一部に神奈
川県立歴史博物館時代へ転換後の書類と図面も含む。

箱３ 29点
神奈川県立博物館時代の管理・営繕関係書類と図面。　S56パラペット工
事、S59シャッター塗装工事、S59エレベータ耐震工事ほか。

箱４ 26点
神奈川県立博物館時代の管理・営繕関係書類と図面。
設備点検改修と消防関係の種類あり。

箱５ 38点
おもに神奈川県立博物館時代の管理・営繕関係書類と図面。
他にS39横国大河合研究室の「Ⅰ．構造物耐久力調査」。H5人文系博物館
設備工事施工計画書。

箱６ 9点
主に神奈川県立歴史博物館時代の消防・防災関係書類。一部の消防関係
書類にそれ以前の神奈川県立博物館時代の書類含む。

箱７ 17点
主に神奈川県立歴史博物館展示工事関係資料（H5～）。他に自衛消防関
係資料（H2-5,7-8）ほか。

箱８
16点（内4
点未確

S40[博物館建物改修調査報告書]、神奈川県立博物館への改修工事関係
書類・図面。S46シャッター改修写真。S59火災報知機改修工事関係。ほか

箱９
14点（他
に未整理
あり）

S42か「博物館建築改修工事〔神奈川県立博物館改修工事の概要〕中性紙
010の複写」。神奈川県立博物館への改修工事関係書類・図面。S54改修工
事写真。S56改修工事写真。

箱１０
22点（他
に未整理

S63「博物館総合診断調査報告書」。以下は神奈川県立歴史博物館への改
修に関する展示関係資料主体。

箱１１ 9点 神奈川県立歴史博物館展示及び設備関係書類・図面が主体。
箱１２ 16点 神奈川県立歴史博物館展示及び設備関係書類・図面が主体。

S41改修工事
写真35㎜モノ

クロネガ
623ｶｯﾄ

国建築事務所撮影の改修工事写真ネガ。2枚ずつ白黒プリントし、デジタル
データ化して神奈川県立歴史博物館と横浜国立大学にて保管。本館の構
造・意匠や改修歴に関して貴重な写真が含まれる。

 
図１横浜正⾦銀⾏本店本館震災復旧修理⼯事 1 階平⾯図 
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この時期の資料は、昭和 30 年代の設備改修関係図⾯ 30 点・書類 1 点・平⾯図 4 点（うち 2 点は付属建物）・
書類 1 点である。ここでは昭和 38 年 4 ⽉ 3 ⽇付の縮尺 1/100「壱階平⾯図」と同 39 年 1 ⽉ 10 ⽇付の縮尺 1/200
「東京銀⾏平⾯図」が注⽬される。前者はその後の本館平⾯図では意識されていなかった東⾯各室の歪み（南側
へ向かうほど東⻄⽅向⻑さが少しずつ広くなる）を描き、後者は地階〜3 階までの室名が確認出来る点で重要で
ある。確かに『横浜正⾦銀⾏要覧』・『建築雑誌』が伝える本館当初平⾯図は東⾯各室の平⾯を歪んで描いている。
⼀⽅、神奈川県が本館を取得以降に作成した平⾯図はこの歪みを考えずに作図が⾏われている。我々も今回あら
ためて平⾯実測を⾏って、初めて東⾯各室における平⾯の歪みを確認した。この歪みがなぜ⽣じたのかは現時点
では明らかでない。なお、昭和 38 年の「壱階平⾯図」は、壁真基準の⼨法表記も注⽬される。記載⼨法を図 1 と
⽐較した結果、東京銀⾏作成平図⾯は、既存図（⼤正 13 年の震災復旧⼯事図⾯まで遡る可能性がある）をもとに
調整したと考えられる。 
④神奈川県⽴博物館時代(準備期間含めて)：昭和39 年(1967)4 ⽉〜平成5(1993)年3 ⽉ 

 神奈川県が東京銀⾏から建物と敷地を取得(買収)して神奈川県⽴博物館への改修整備事業を⾏い、総合博物館
として公開してきた時代の資料は、概ね表 2 の中性紙資料以下の過半を占める。県⽴博物館構想の進捗経緯と旧
横浜正⾦銀⾏本店本館の取得経緯に関する重要資料が含まれるほか、本館建築の実測調査や構造調査、ドーム復
元などに関する委託調査の状況も把握できる。実測調査は平⾯実測のほか写真測量による⽴⾯図作成も企画され
たが、⽴⾯図は確認できなかった。平⾯図も各階⼨法を詳細に実測したものは確認できたが、平⾯図として完成
された形式は確認できなかった。また、博物館改修⼯事の関係資料は、基本計画書と実施仕様書のほかに⼯事写
真、設計図が断⽚的に確認できたが、⼀括した⼯事資料は認められなかった。ただし、当初の調査対象とは 35 ㎜
モノクロネガフィルムの存在（博物館への改修⼯事の設計監理者であった国建築事務所から博物館が⻑期借⽤している。⼀部は

⼯事写真に含まれる）が確認された。そのため本研究によりプリントと電⼦データ化を⾏った（表１の末尾）。  
 博物館開館以後、平成 5 年 3 ⽉に⼈⽂系博物館への改修のため⼀時閉館に⾄るまでの期間は、設備関係の維持
修理関係資料が⽬⽴ち頻繁に⼿が加えられていたことがわかる。建築本体の修理は昭和 50 年代半ばにパラペッ
トやシャッター修理が注⽬される。また、消防の点検書類や防災訓練関係の書類が良く残されている。以上の書
類は、建物の維持保全に留意してきた歴史を知るうえで重要である。 
⑤神奈川県⽴歴史博物館時代（準備期間含めて）：平成 5 年(1993)4 ⽉〜現在 

 ⼈⽂系博物館への改修は、その構想段階において、重要⽂化財建造物の存在価値と公開義務、⼈⽂系博物館と
しての資料保存・公開の使命をいかに両⽴させるか、について多くの検討がなされた。 
 旧横浜正⾦銀⾏本店本館は、博物館転⽤後の昭和 44 年に重要⽂化財指定されたが、指定範囲は外観と 1 階旧
正⾯⽞関部分に限定されていた。しかし⽂化庁は震災修理の影響が⼤きいとはいえ内部空間も⽂化財的価値を重
視した保存活⽤を求め、博物館は収蔵・展⽰・研究空間を⼗分確保しながら⽂化財建造物の価値継承と活⽤を模
索した。その結果、基本計画は従来の新設部分を拡充して博物館機能の多くをそこに集約しつつ、本館は営業室
を中⼼に内部空間を本来形式に復原したうえで展⽰空間利⽤を提⾔した。この基本計画は実現しなかったが、展
⽰室の⼀部は営業室の吹き抜け空間がわかるように整備された。以上の経緯や改修⼯事に関係する資料は、おも
に「箱 10」「箱 11」「箱 12」に含まれていた。この改修⼯事の経緯は、『復元の記録』（平成 6 年）として公刊さ
れた。そこには報告書が刊⾏されなかった昭和 41 年の改修⼯事の知⾒やドーム復元の様⼦、さらには震災復旧
修理の内容に関する記録の紹介も⾏われた。 
2．平⾯実測調査 
 資料調査の結果、旧横浜正⾦銀⾏本店本館に関する正確かつ完成された実測図⾯は確認できなかった。そのた
め本研究における実測平⾯図作成は重要な位置づけとなる。実測してみると、昭和 39 年の河合研作成の実測調
書は多くの部分で正確であったが、東⾯各室の歪みを⾒逃していた。この点の是正を平⾯図作成では留意した。 
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次に、実測した⼨法をもとに平⾯図を作図するうえで、基準⼨法を検討した。まず煉⽡壁（外周部は⽯積壁も
併⽤）が壁真想定の構成か、内法を基本とする計画かの検討を⾏った。この際、上階程壁厚が薄くなることも考
慮した。壁厚使い分けは『横浜正⾦銀⾏建築要覧』に若⼲記述はあるが、全体把握は実測によるほかなかった。
ここでは階段部分の検討、外壁との⽐較なども交えて、壁真を想定して煉⽡積厚を設定した建築と解釈して実測
平⾯図を作成した。⼤正震災修理時の平⾯図の⼨法を⾒ても、必ずしも均等かつ完数尺に収まっていない。 

なお、類似調査を実施した岩⼿銀⾏(旧盛岡銀⾏)旧本店本館の設計図は煉⽡壁の真々を尺⼨で計画しているし、
貨幣博物館で開催されていた⽇銀本店の建築図⾯展⽰で確認した⽇銀本店の設計図も煉⽡・⽯積の真々⼨法を基
準としていた。さらに 4 節で述べる類似調査の結果も壁真々制で尺⼨表記が標準であった。このことも踏まえ、
横浜正⾦銀⾏本店本館の平⾯実測図について壁真々を基準として作図したことは、現時点では妥当と判断する。
ただし、岩⼿銀⾏(旧盛岡銀⾏)旧本店本館詳細図の⼨法を⾒ると、壁真々⼨法と壁内法⼨法の双⽅とも微妙に細
かい尺⼨表記するものがある。このような場合は、壁真々⼨法を概数で押えたうえで、壁厚と内法⼨法を考慮し
て若⼲調整して壁真々⼨法を決定した可能性があろう。この点を踏まえて、今後も旧横浜正⾦銀⾏本店本館の平
⾯⼨法計画を検討していく必要がある。 
３．内部空間の履歴確認 
 資料調査において旧横浜正⾦銀⾏本店本館の 5 期にわたる平⾯図の存在が確認できた。また、既往研究により
震災時の修理内容の⼤要も把握できる。また、博物館転⽤時の改修⼯事写真により、震災時の修理状況と当初部
材の残存状況もある程度把握できる。そして平⾯実測の過程で各室の現状も確認できた。これらの成果をもとに、
本館における各階の室構成の変遷を⼀覧表化した。 

⼀覧表には備考欄に「⼤まかな評価」として構造部分の時代性と内装の時代性に関して A 当初、B 震災改修時、
C 博物館転⽤改修以後の 3 区分により現状観察の結果を記⼊してみた。ただし「天井の構造は当初のままだが床
仕上げは震災時あるいは博物館転⽤改修時に改めた」とか「旧天井下に天井を設けた」とか「構造・内装とも当
初をとどめるが、室内に⼊れ⼦式に空間を仮設している」など、状況が複雑な場合も少なくない。そのような場
合は注記を付した。この⼀覧表をもとに、各室の履歴を踏まえたうえで、管理活⽤計画などの検討を進めること
が望ましいが、そのためには「⼤まかな評価」部分の精度を⾼めるための継続的な調査が必要である。 
4．類例調査を通じた旧横浜正⾦銀⾏本店本館の特質と今後の課題 
 本研究推進にあたり、北東北・北海道の近代銀⾏建築６施設の調査と資料収集を⾏った。特に留意したのは建
築時の設計図の存在、営業室および⾦庫室の空間構成と利⽤形態、施設全体の利⽤形態である。 
 図⾯調査は、存在が確認できた 5 例において壁真々制の尺⼨表記が認められた。⽇本銀⾏本店本館の震災復旧
修理時作成の平⾯図も壁真々制の尺⼨表記である。したがって旧横浜正⾦銀⾏本店本館の震災復旧⼯事の作成平
図⾯が壁真々制の尺⼨表記されることは、明治末〜⼤正期における標準的な傾向に従ったと考えられ、旧横浜正
⾦銀⾏本店本館の創建時の平⾯⼨法計画も同様な考えが適⽤された可能性が⾼い。なお、類似調査対象とした 6
例に⽐べ、旧横浜正⾦銀⾏本店本館は規模が⼤きく、煉⽡造と⽯造を錠聯鉄構法で強化する⼿法も斬新で、鉄⾻・
波型鉄板・煉⽡・軽量コンクリートを駆使した防⽕床構法（旧⽇本銀⾏⼩樽⽀店は床と屋根に防⽕構造を採⽤し
た）、地階と 1 階を結ぶ昇降機など、煉⽡造・⽯造の近代銀⾏建築として年代・規模・構法・設備の⾯で⽇本銀⾏
本店本館に続く代表的遺構と再確認した。 

営業室が吹抜の事例は４件で、いずれも吹抜空間を活かした利⽤がなされていた。この点は、⾼⼤な吹抜空間
を 3 層に増床して展⽰室に利⽤する旧横浜正⾦銀⾏と⼤差がある。吹抜空間をそのまま継承すると、上階の⾯積
と動線制約が⼤きい。そのため県⽴博物館クラスの機能を旧横浜正⾦銀⾏本店本館で実現するためには吹抜空間
を犠牲にしないと難しい。この点は⼈⽂系博物館への改修基本構想時に提案されたように、新館に博物館機能を
移し、本館は⽂化財として復原的に整備し記念館的利⽤がなされることが望ましい。 
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⾦庫室が残る施設は５件で、いずれも公開活⽤している（⼀部公開も含）。この点も⾦庫室が地階に集中してお
り、博物館収蔵施設として重要物品収蔵に充てている旧横浜正⾦銀⾏本店本館は様相が異なる。 

このように近代銀⾏建築に関して、その代表的空間といえる営業室と⾦庫室を活⽤しながら建築の⽤途転⽤を
図って継承する場合、その空間利⽤のあり⽅は 2 つの⽅向性が認められる。すなわち、当初から博物館利⽤を念
頭に既存建物をその⽬的に合わせようとした旧横浜正⾦銀⾏本店本館の場合は、歴史的建造物としての価値継承
は既存部材の維持やドーム復元として尽⼒したが、展⽰空間確保のために営業室の空間構成を仮設床設置により
犠牲にし、⾦庫室は収蔵空間に充てざるを得なかった。⼀⽅、類例調査対象はいずれも、歴史的建造物をその内
部空間の公開まで含めた⽬的のもとに利⽤形態を検討し、美術館・記念館・資料館など展⽰施設への転⽤を図っ
ている。なお、類似調査対象ではなかったが、ホテルに転⽤（HOTEL HAKOBA）された旧安⽥銀⾏函館⽀店
（S7 RC 造 2 階）の利⽤形態は、調査時に宿泊して状況を体験したが、こうした宿泊施設としての転⽤形態も
本来の空間の特質を⽣かしながら既存の近代銀⾏建築を継承していくうえでは潜在⼒が⾼いと感じた。 
おわりに 本研究の総括 
 まず旧横浜正⾦銀⾏本店本館（神奈川県⽴歴史博物館）の建築実態解明に関する資料を①創建、②震災復旧、
③銀⾏業務再開、④神奈川県⽴博物館への転⽤、⑤⼈⽂系博物館への再整備、の 5 期に分類整理した。その結果、
建築当初記録は少ないが、震災復旧時および博物館転⽤時の資料は⼀定数存在し、それをもとに慎重な建物観察
を⾏い類例にも留意すれば、建築当初の形式を把握しうる可能性があることを確認した。 
 当初形式把握に関する可能性は、平⾯実測において各室の構成を概観した結果においても実感できた。すなわ
ち、⼀⾒改装甚⼤に⾒える部分であっても、基本的構造は当初形式を留め、内装も当初あるいは震災復旧時の形
式を留めている場合が少なくない。しかも各階の室構成の変遷表を作成してみたところ、旧営業室以外は⽐較的
空間利⽤の実態が⼤きく変わっていないことを再確認した。そのため今回の資料調査と平⾯実測調査の知⾒を踏
まえて各室の構造・内装に関する時代的評価を試みた。 
 さらに図⾯資料調査・実測調査・類例調査を通じて、旧横浜正⾦銀⾏本店本館における⼨法計画は壁真々制を
尺⼨で表現と想定し、実測平⾯図を作成した。ただし⼨法計画に関しては壁厚と内法⼨法の関係について、今後
も検討を進めるべきである。また、平⾯図は各階とも東⾯の各室において歪みが認められるが、その理由は明ら
かでなく、今後留意する必要がある 
 利活⽤に関しては、類例調査を通じて営業室の吹抜空間と⾦庫室まわりの空間が、近代銀⾏建築の⼤きな魅⼒
であることを確認した。この潜在⼒の⾼い空間をいかに公開活⽤すべきであるは旧横浜正⾦銀⾏本店本館の将来
構想における根本的な課題であることを実感した。ただし、現状を踏まえると、創建時の銀⾏営業室を復原し、
重厚堅固な⾦庫室を公開し、なおかつ博物館機能を充⾜させることは難しい。とはいえ、そうなることを明確に
意識し⽬標とするためにも、既存建築における現状を把握し、その中における歴史的経緯を⽰し、それぞれの時
代における改造の意味を理解したうえで建物を継承していくことの重要性を説明することが必要である。 
 本研究で整備した実測平⾯図と各階における室構成変遷⽐較表はそのための基礎資料で、これをもとに本館建
築調査と類例調査を継続することにより、図⾯の精度と⽐較表の内容を充実していくことが望ましい。 
 

付記：紙⾯の制約により研究成果である実測平⾯図と室構成表はじめ多くの資料が掲載できなかった。今後、神奈川県⽴歴史博物館

と公開の可否を協議確認したうえで、できるだけ多くの資料の公開を⽬指したい。 
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1.はじめに 

日本には明治時代から大正時代にかけて建設

された多くの煉瓦造建築物が残されている．近年

ではその意匠性や歴史的価値が認められ，保存・

再生について関心が高まり，観光資源としての価

値も認められ，積極的な活用が模索されている． 

不特定多数の人が利用する施設として活用す

る場合，耐震性能の確保が必須となるため，耐震

改修が行われてきている．煉瓦造建築物の耐震改

修は，耐力の向上は当然であるが，歴史的建築物

の保存という観点から，外観および内観を損なわ

ない方法が望まれる．現在，煉瓦造建築物の耐震

補強方法はＰＣ鋼棒挿入 1)やアラミドロッド挿

入目地置換工法 2)，ステンレスピン挿入 3），鉄筋

コンクリート造増設 4)などの方法が用いられて

いるが，施工に極めて手間がかかる，復元性に欠

ける，外観や内観が著しく損なわれるなどの問題

がある．煉瓦壁外側に引張材を設置して圧縮軸力

を導入することができれば，施工性が向上し，外

観・内観が保存され，復元性も確保できると考え

た．また，引張材にグラスファイバーを用いるこ

とができれば，軽量で施工性が向上し，既存煉瓦

壁の削孔などを最小限にとどめ，外観や内観を損

なわずに安価に補強できる可能性がある．本研究

では，この工法について基礎的検討を行った． 

 

２.材料実験 

２．１ グラスファイバー引張実験 

 実験に用いるグラスファイバーの性能につい

て検討する目的で，引張実験を実施した．グラス

ファイバーの先端部分の留め方，グラスファイバ

ーの撚り方，コーティング剤を変えて引張実験を

行った．計測項目は荷重とストロークである．  

万能試験機とグラスファイバーの繋ぎ方を図

1 に示す．(a)は，シャックルに径 12mm 用のワイ

ヤーコースを取り付け，グラスファイバーを通し

て径 8mm ワイヤー用のワイヤークリップ数個で

留める方法と，シャックルにグラスファイバーを

直接結び付ける方法の二通りで実験を行った．

(b)は，万能試験機のチャックで挟む箇所のグラ

スファイバーにゴムを挟む場合と，直接グラスフ

ァイバーをチャックで挟む場合を検討した．(c)は，

万能試験機のチャックにアイボルトを挟み，アイ

ボルトに通した鋼管にグラスファイバーを巻き

付けた端部をビニールテープで固定した． 

グラスファイバーは，繊維の束をそのまま同素

現状復帰可能な歴史的煉瓦造建築物の耐震補強方法の開発 
 

京都工芸繊維大学 金尾伊織 

岐阜大学     仲井朝美 

 



材でできたカバーで覆ったものと，繊維の束をロ

ープ編みして一本にしたもの，繊維の束を撚って

一本の撚糸にしたものの 3 種類の試験体で実験

を行った．樹脂をつけたものとつけないもの，つ

けたものの中でも乾かし方を変えて実験を行っ

た．試験体の種類と実験結果を表 1 にまとめて示

す．いずれの試験体も，繊維そのもの強度ではな

く，繊維の抜けやチャックで挟まれた部分の切断

で強度が決定し，煉瓦壁実験で期待する強度を得

ることが出来なかった．後日，繊維強度は予定通

りの耐力を発揮していることを確認し，繊維の拘

束方法の解決が必要であることを確認した． 

２．２ 鋼棒材料実験 

グラスファイバーの代わりに直径 16mm の鋼

棒を用いることとし，鋼棒の引張実験を実施した．  

２．３ 煉瓦圧縮実験 

煉瓦壁作製の際に用いた煉瓦の圧縮強度を調

べるため，幅100mm，高さ60mm，奥行100mm

の直方体試験体2体について圧縮実験を行った．

試験体の側面にはひずみゲージを縦・横方向に

貼り付けてひずみを計測した．応力－ひずみ関

係を図2に示し，圧縮強度，ヤング係数及びポア

ソン比を表2に示す．また，実験の様子を写真1

に示す．万能試験機の最大荷重500kN付近でも

荷重が低下しなかったため，最大荷重500kNと

して圧縮強度を計算した． 

２．４ 目地の圧縮実験 

煉瓦壁の目地は事前に配合を検討し，セメン



ト：石灰：砂＝1：2：7，水セメント比 100%の配

合の目地を用いることとした．壁試験体の作製で

は，5 回目地を練り，それぞれ練り合わせる度に

材料実験用試験体を製作した．それぞれ 1 回目の

練りを A とし，順番に B から E とする．  

 試験体作製から 4 週間後，目地の圧縮実験を行

った．鉛直荷重と縦ひずみおよび横ひずみを計測

し，ヤング係数は同様の方法で算出した．ポアソ

ン比は計測した２つの横ひずみの平均を 2 つの

縦ひずみの平均で除して算出した．算出した圧縮

強度，ヤング係数及びポアソン比を表 3 に示す．

A 試験体の応力－ひずみ関係を図 3 に示し，実験

の様子を写真 2 に示す． 

２．５ 目地のせん断実験 

煉瓦壁実験後，煉瓦壁面外曲げ実験で用いた試

験体の一部から，二面せん断試験ができるよう直

径 250mm，高さ 320mm の円柱形試験体を切り出

して試験体を作製した．各目地の奥行は 215mm

である．荷重－ストローク関係を図 4，実験結果

を表 4 に，実験の様子を写真 3 に示す．  

２．６ 目地の付着割裂実験 

煉瓦壁実験後，煉瓦壁面外曲げ実験で用いた試

験体の一部から，目地が中心位置に来るように，

直径 105mm，高さ 325mm の円柱形試験体を切り

出し，付着割裂実験を実施した．試験体は目地が

鉛直となるように横に寝かせて置き，目地の真上

から鉄板を置いて載荷した．目地の付着引張強度

は目地と煉瓦の界面部分にひび割れが生じ，荷重

が低下したときの荷重より，式(１)で算定する．  

2
t

P

d l





 
   (1) 

荷重－ストローク関係を図 5 に示し，実験結果

を表 5 に示す．実験前後の様子を写真 4 に示す．

目地と煉瓦の界面部分にひび割れが発生し，完全

に剥離する壊れ方をした． 

 

３．煉瓦壁面外曲げ実験 

 提案した補強方法の効果を検討する目的で煉

瓦壁を 3 体作製した．接合部の改良が必要であっ

たことから，グラスファイバーの代わりに鋼棒を

用いて拘束効果を確認する．鋼棒を取り付けるた

め試験体の上下に鋼板を設置し，煉瓦壁の外側に

鋼棒を設置した．煉瓦壁作製から 4 週間後に，無

補強試験体（N），35 週間後に補強試験体（B0）

の面外曲げ実験を行った．実験概要を図 6 に示

す．(c)に示すように載荷面側の６か所に変位計を

設置し，試験体の上部から鉛直変位を計測する．

無補強試験体は上面のみ，補強試験体 B0 は上面

に加えて下面の変位も計測した．また，鋼棒のひ

ずみも計測した． 

補強試験体は煉瓦壁を鋼板で挟み，煉瓦壁の外

側に鋼棒を通してナットで留めて固定し，鋼棒に

は初期張力を与えない．補強試験体 B0 の支点に

は図 7 に示す治具を用いた．  

無補強試験体と補強試験体 B0 の荷重－変位関

係を図 8 に示す．補強試験体 B0 における張力－

変位関係を図 9，実験の様子を写真 5 に示す． 

無補強試験体では，荷重が 37.39kN の時点で中

央付近の目地部が剥離し荷重が低下した．補強試

験体 B0 では，45kN に達した時点で，二つの載荷

点両方の中央寄りの目地部分にひび割れが発生

して一度荷重が低下したが，この時点で破壊は起

こらなかったので載荷を継続した．試験体下端の

ひび割れ幅は 200kN の時点では 13mm，250kN に

達したときは 15mm となった．荷重が 250kN に

達した時点で除荷したが，煉瓦壁の破壊は起こら

ず，この時の試験体下側の鋼棒の張力は64.85kN，

上側の張力は 21.07kN であった．45kN の時点で

荷重が一度低下したが，この時点では鋼棒の張力

が発生しておらず，実験前の鉄板と煉瓦壁の間に

隙間があったことを考慮すると，ひび割れが発生

した瞬間は鋼棒の効果は見られないが，さらに荷

重を加えることで，鋼棒が試験体の広がりを拘束

する効果が表れたと考えられる．  

以上の結果より，煉瓦壁の外側からの補強で煉

瓦壁目地部の剥離による破壊が抑えられ，煉瓦壁



の耐力が向上することが明らかになった．また，

設置する補強材にはプレストレスを導入しなく

ても，耐力向上の効果があることを確認した． 

 

６．まとめ 

煉瓦壁の面外曲げ耐力の向上を目指した補強

方法として，煉瓦壁外側に引張材を配置する方法

を提案し，基礎的検討を行った．引張材を煉瓦壁

の外側に配置することで，煉瓦壁のひび割れによ

る変形を拘束し，耐力が向上することを確認した．

グラスファイバーによる補強を実現するために

は，ファイバーの固定方法に改良の必要があるが，

この問題が解決されれば，利用できる可能性があ

ることを確認した． 

なお，本研究の内容は，京都工芸繊維大学・熱

田花梨氏の卒業論文の内容である． 
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序論：本研究の目的と方法 

 

1、本研究の目的 

近世社寺建造物の塗装彩色材料には、漆塗料や膠材料以外、チャン塗・油拭塗・桐油塗など

の乾性油系塗料や唐油蒔絵などの油彩系絵具が使用されたことが各種文献史料から知られるが、

伝統的な仕様や使用の実態には不明な点が多い。一方、近年の文化財建造物の塗装彩色修理

では、造営当初のオリジナルに復した施工や、その後の美装化修理を含む保守管理方法の策定

が求められている。しかしオリジナルの状態を生かした油彩系塗装彩色材料による修理を行った場

合、工事施工後に固化不良に伴う不具合を生じる事例もみられ、その原因の解明と対策は急務で

ある。さらに今日の伝統的建造物の修理では近代建築が対象となる場合も多く、このような近代建

築のなかでも明治 10 年代の明治初頭期に登場する擬洋風建築の塗装彩色材料については、輸

入塗料であるオイルペイントなどの乾性油系塗料を調達する、もしくは本研究が研究対象とする伝

統的な油彩画系塗装彩色を調合して使用したと想定される。ところがこれらに関する基礎研究もほ

とんど為されていない現状がある。 

本研究はこれらの点を考慮に入れて、①油彩系塗装彩色材料に関する実態調査、②日光社寺

建造物などの近世社寺建造物で使用記録がある油彩系塗装彩色材料の文献史料の製法を参考

とした劣化促進実験に供するための復元手板の作成、③北野らにより塗装彩色塗膜の固化状態

が良好であることを確認した日光東照宮陽明門東西壁面の唐油蒔絵 (油彩画 )の材料・技法・線

描に関する比較調査を行った。この一連の調査は、近世社寺建造物、さらには近代の擬洋風建

築で多用されたであろう油彩系塗装彩色材料の製法や使用の歴史に関する実態を総合的に明ら

かにして今後の修理施工に役立てることを主目的としている。近代の擬洋風建築には地方の小学

校などの学校建築も多いが、これらには近世の寺院が経営していた寺子屋を明治初期の学制に

より小学校としたものも含まれている。その点では、近世寺社建造物との関係も少なからずあろう。

さて、このような建造物で使用された乾性油系の塗装彩色材料には西洋から輸入されたオイルペ

イント塗料やペンキ塗料もあるが、その一方で、本研究が調査対象とする伝統的な乾性油系の塗

装彩色材料も含まれる。このような乾性油系の塗装彩色材料の使用例の一つは、幕府御用絵師

であった狩野派画工が 18世紀前～中期に油彩画技法を用いて建造物壁面に大絵画を描いた事

例である。この事実は、これまで美術史分野では認識されてこなかった。そのため本研究が取り上

げる江戸時代中期頃の狩野派画工集団が建造物塗装彩色修理にどのように関わったかを学術

的に明確にすることは、これらの正当な評価や保存・活用を進める上でも意義が深いと考える。 

一方、国外の中国・朝鮮半島・モンゴルなどの仏教寺院建造物の塗装彩色においても油彩系

塗装彩色材料が中心あったとされ、北野もモンゴルのアマルバヤスガラント寺院などの塗装彩色調

査でその状況を確認しているが、報告例は少ないようである。 
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さて日本の油彩系塗装彩色技法に関する先行研究には、山崎一雄らが正倉院御物や法隆寺

玉虫厨子の彩色について蛍光ライト観察を行い、大陸から伝来した密陀絵技術が応用されたこと

を報告している研究が良く知られている。その後、桃山文化期のキリスト教宗教画の作成に伴い西

洋画技術がヨーロッパから導入されたことが知られるが、北野らも当世具足の肌色や緑色塗装で

油彩系塗料の使用を確認し、これらが西洋画技術の応用であろうと報告した。なお本研究では、

京都市中の元禄期頃の工房跡（旧柳池中学校遺跡）出土資料群のなかに緑色と青色の油彩画塗料(油

絵具)が付着した曲物容器を分析で新たに確認した。近世前期頃の油彩画材料の一つであると理解し

たので、本報告書でと関連するこの成果も併せて報告する。西洋の油彩画技法は、技術系譜の断絶

期を経て 18 世紀後期頃の蘭学盛隆に伴い司馬江漢らが長崎から技術を導入して開始したとされ

るが、日光社寺建造物群ではこの油彩画技法の断絶期である元禄年間に唐油蒔絵 (油彩画 )技

術が採用されている。本研究ではこの技術が漆工の密陀絵技術の系譜か建造物塗装の代用漆

塗料の技術か、西洋の油彩画技術を狩野派が独自に導入した結果なのかに関する比較調査を

行うとともに、現在行われている油彩画塗装彩色技術の改良に向けた基礎調査と曝露試験を行い

施工に反映させることも目的の一つとした。このような基礎研究は、今後、近世社寺建造物におけ

る塗装彩色の保存修理と活用に有用となろう。 

2、調査対象資料 

本研究で、①油彩系塗装彩色材料の実態調査、②文献史料の製法を参考とした復元手板の作

成と劣化促進実験、③日光東照宮陽明門東西壁面の唐油蒔絵 (油彩画)材料・技法・線描表現の

比較調査、にわけた調査対象資料は以下のとおりである。 

①文化財建造物などの油彩画系塗装彩色材料 

本調査では、本研究の調査対象である油彩系塗装彩色材料が使用されたと想定される近世社寺建

造物のみならず、現在塗装修理が実施されているか、塗装修理計画中のため基礎調査が必要な近代

の擬洋風建築なども含めた。 

日光二荒山神社本殿造営当初の塗装彩色材料＝漆塗料・乾性油塗料・膠材料それぞれ検出した。 

旧柳池中学校構内遺跡出土の緑色・青色彩色材料＝寛永期に油彩画塗料の調合を確認した。 

厳島神社大鳥居の旧塗装材料＝現在の朱-S-4の合成塗料、それ以前の鉛丹塗装と異なり、明治期 

塗装では朱＋オイルペイント塗装であることを確認した。 

龍谷大学・本館・北黌の明治 12年造営当初期の旧塗装材料＝輸入ペンキ塗料やオイルペイント塗 

料とともに、伝統的な春慶塗系塗装仕様の併用を確認した。 

首里城正殿・権現堂に関する文献史料=朱桐油塗・黒桐油塗に関する記述が多々見られた。 

② 劣化促進実験用の復元手板の作成 

・手板作成の参考とする文献史料＝日光東照宮修理関連文書（寛政九年塗師方本途直段）など 

・劣化促進実験 上記の調査方法と同様の調査を現地において実施：UV・温湿度データロガー設置) 

 



 4 

③日光東照宮陽明門東西壁面の唐油蒔絵絵画の材質・技法と類例の絵画資料調査 

本調査では幕府奥絵師狩野派宗家（中橋狩野家）狩野祐清英信下絵、表絵師作画の日光東

照宮陽明門東西漆箔壁面作画の唐油蒔絵絵画彩色と類例の絵画資料の高精細画像の詳細な

筆描観察(作風比較)して行った。 

・ 日光東照宮陽明門東西壁面の狩野祐清英信下絵の唐油蒔絵絵画 

・ 龍谷大学大宮学舎本館貴賓室所蔵の狩野祐清英信作画の八曲一双「松鶴図」金碧屛風 

・  

  

写真 1-1：日光東照宮油彩画復元塗料の手板作成①  写真 1-2：日光東照宮油彩画復元塗料の手板作成② 

  
写真 1-3 日光東照宮油彩画復元塗料の手板作成③       写真 2：琉球王国権現堂の乾性油塗装彩色 

  
写真 3-1：修理終了後の現状(西側羽目板)           写真 3-2：同 修理終了後の現状(東側羽目板) 
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写真 4-1：修理終了後の現状(西側羽目板)      写真 4-2：同 修理終了後の現状(東側羽目板) 

  

写真 5-1：修理終了後の現状(西側羽目板)      写真 5-2：同 修理終了後の現状(東側羽目板) 

  

写真 6-1：青色・緑色油彩塗料が付着した出土柄杓      写真 6-2：緑色油彩塗料の拡大観察 

  

写真 7-1：修理終了後の現状(西側羽目板)         写真 7-2：同 修理終了後の現状(東側羽目板) 

 



研究要約・概要書 

 

研究課題名称 ：  

断面の大きな貫接合部の耐力発現機構に関する研究 

 

   京都大学生存圏研究所 生活圏構造機能分野（旧所属） 

   北守顕久 

 

１．研究の背景と目的 

 貫接合部は鎌倉期以降にわが国に導入され、以降、社寺建築物の鉛直構面耐力において主要

な役割を担ってきたことは周知の事実である。貫は木材のめり込みによって大変形能力を持ち、終

局時まで建物の倒壊を防止するために非常に有効な機構である。その耐力発現メカニズムに関し

て様々な研究があり、現在ではめり込み理論式によって回転剛性や降伏耐力が推定可能とされて

いる。しかし、実際には社寺建築に用いられる貫接合部は、大断面の柱幅に対して細長い形状で

あったり、また交差部材を構成するために仕口内で断面が変化していたりするなど、めり込み理論

式の適用範囲外であることが多い。このような条件では仕口内での貫の曲げせん断変形により、何

らかの耐力の低減を考慮する必要があると考えられる。さらに連続する貫が仕口内で継がれている

場合もある。この場合、貫部材の継手形状によってはその効果をポジティブに評価できる可能性が

ある。ところが、このような様々な形状の貫について、その耐力を推定する方法は実は存在せず、

めり込み理論式にあてはめた特性値に何らかの係数をかけて曖昧に評価しているのが現状である。

本課題では、このような複雑な貫接合部の耐力発現機構を、力学モデルから説明を試み、実用的

な範囲での推定モデルを提案することを目的とする。 

 

２．仕口内の曲げせん断変形を考慮する貫接合部の回転性能評価式 

 まず、簡単な機構である貫仕

口の仕口内変形を考慮した剛

性算定法の提案を行った。

FEM 解析と理論式による結果

を検討し、簡易な評価式として

現行の剛性算定式と柱幅 xp と

梁せい H による寸法比α

=H/xp によって算出可能な低

減係数 D を提案した。 

 

図１ 貫仕口の回転剛性と寸法比αの関係 
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３．断面の大きな貫（小根ほぞ仕口）接合の

耐力算定 

 次にこの簡易計算法の応用とした小根ほ

ぞ仕口の回転剛性算定法を提案した。この算

定法を割合法とし、以下の手順で算定する。 

①仕口内には大根(おおね)と小根の 2 種類の

断面をもつ貫があるとする。 

②各々の仕口内変形を加味した剛性を簡易計

算法によって算出。 

③柱幅に対して大根と小根の占める割合と

各々の剛性値の積を足し合わせる。 

 

４．小根ほぞ仕口の接合部曲げ実験 

 T 字型小根ほぞ仕口試験体の接合部回転試験を実施し、形状や寸法の異なる貫接合部の回転

抵抗挙動を確認し小根ほぞ仕口内において、部材の仕口内変形が生じていることを観察した。得

られた試験結果と上記割合法による剛性の推定値を比較することで、整合性を確認し、推定式の

正しさを検証した。 

 

 
図 3 実験結果 M-θ関係の一例 

一点鎖線 既往稲山式による剛性算定値 

青直線：本研究で提案する割合法による剛性算定値 

 

５．まとめ 

 本論は、伝統建築の設計において実務者が容易に用いられるよう簡略化された耐力算定式の構

築を提案することが大きな目的であった。得られた結果は既往評価式に比べて剛性算定値を低め

に評価することとなるものだが、伝統構法建築物を、より詳細に評価するためには有用な知見であ

ると考えている。 
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図 2 割合法の定義イメージ 
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伝統木造建物の柱材の完全非破壊型密度推定法の構築

京都大学大学院　准教授　杉野未奈

1. はじめに

　我が国では大地震の発生が懸念されており、文化財的価値の高い伝統木造建物に対しても耐震診断や適切な耐震

補強が必要とされている。耐震診断において、立体解析モデルを用いた数値解析を行う際には、部材のヤング係数

や材料強度を設定する必要があるが、文化財建物などにおいては無等級材として材料強度を低めに設定せざるを得

ず、どうしても耐震補強箇所が多くなってしまう。そこで、既存木造建物を対象として、完全非破壊な材料試験法

により、曲げヤング係数推定を行い、機械等級区分より各種材料特性の推定を行うことができれば、より実情に近

い耐震性評価と、不必要な耐震補強の回避が期待できる 1)。

　速水ら 2)は、柱材を対象とした完全非破壊な衝撃弾性波法を提案し、木材表面を繊維方向に伝播する弾性波を用

いた曲げヤング係数の推定を行っている。しかし、曲げヤング係数の推定精度を向上するためには、対象建物で使

用されている木材の密度を非破壊で把握する必要があった。

2. 材料特性推定法

　両端がピン・ローラー支持された柱の中央に、錘が付加された柱の曲げ振動を考える。柱の全長は l、密度は 、
断面積はA、曲げヤング係数はE、断面 2 次モーメントは I と表す。錘は、柱中央の集中質量m としてモデル化する。

錘無し、錘有りの場合の１次固有振動数をそれぞれ f
0
,  f とすると、密度 と曲げヤング係数 E は、下式のように近

似的に表される。

　

2

2 2
0

35

17 ( )

f m

Al f f
 

 (1)

　  
2 3

2 2
012 1/ 1/

l m
E

I f f




 (2)

3. 試験体

　柱の振動特性を把握し、推定法の精度を検証するため、伝統木造建物における垂壁付き独立柱を模擬した試験体

を製作して実験を行った。試験体の立面図を図 1に示す。柱はC1、C2、C3、C4、C5 の 5 本で、全てスギ材で用いて

いるが、JAS 機械等級区分と断面寸法が異なっている。土台は鉄骨土台にアンカーボルトで緊結し固定している。ま

た、鉄骨土台から単管パイプでフレームを組み、差鴨居を面内方向に、桁を面内・面外方向に拘束している。

4. 試験方法の検討

　柱に設置する錘を、図 2 に示す。錘の合計質量は、部材B の材料を変化させ、木材、セメント、鋼材 の場合、そ

れぞれ 1.38, 2.64, 6.29kg となっている。柱を振動させる際、鋼球ハンマーを用いて柱を極軽く打撃する。錘を付加し

ない柱を対象に、試験方法やデータ処理方法について下記のような検討を行った。

図 1　試験体

背割の向き
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写真 1　独立柱の例 図 2　錘

部材C(合板)
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柱断面
長ねじ
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(1) 打撃ハンマーの鋼球径

　 打撃に用いる鋼球ハンマーの直径を 3通り (5mm, 10mm, 20mm) に変化させ振動性状の違いを分析した。

(2) 打撃位置と打撃方向

　 C2 柱の中央を架構面内、面外方向に、また、打撃高さを変化させて、振動性状を比較した。

(3) データ処理方法

　 一部の柱では、架構の拘束に用いた単管パイプの固有振動数に相当する振動が、打撃した柱で計測された。柱

の固有振動数を特定するためのデータ処理方法について検討を行った。

5. 密度推定結果

　各柱について、付加する錘の質量を 3通り (1.38, 2.64, 6.29kg) に変化させて、密度や曲げヤング係数の推定精度の検

討を行った。錘を変化させて打撃した際に得られた柱 C1 のフーリエスペクトルを図 3 に示す。また、(1), (2)式を用

いて推定された密度と曲げヤング係数の相対誤差を図 4 に示す。

　まず、密度については、錘の質量が大きいほど誤差のばらつきが小さくなり、推定精度が高くなっている。錘の

質量が 6.29kg の場合、差鴨居下端から土台上端までの柱質量の約半分程度の質量となっており、誤差は約 7% 以下の

値となっている。一方、曲げヤング係数推定については、実測値よりも 40% 程度大きく推定される傾向が確認され

た。これは、端部の回転拘束の影響を無視して推定していることが要因と考えられる。

6. まとめ

　本研究では、伝統木造建物の柱部材を対象として、質量付加による固有振動数の変化に基づき密度を推定する方

法（質量感応法）の精度検証と実際的な現場での適用可能性向上を目的として、垂壁付き独立柱を模した実大平面

架構の試験体を用いた検討を行った。本研究では、柱の境界条件が不明確であること、架構全体を拘束するのに、

単管パイプを用いて、解体修理現場により近い条件で検証を行っている点にも意義がある。

　以下に得られた知見を示す。

1) 柱の 1 次固有振動数は打撃に用いた鋼球ハンマーの直径や打撃位置に、振動モードは錘重量に大きく影響を受け

ない。

2) 解体現場などで、計測対象柱の周辺に、単管パイプなどの振動しやすいものがあれば、1 次固有振動数の推定が

困難となる場合がある。その場合でも、time window を施すことで、1 次固有振動数の推定のロバスト性を高める

ことが可能であることを示した。

3) 提案した方法では、付加される錘が重たいほど、密度の推定精度は高まる傾向にあり、柱重量の 3 割程度以上の

錘を付加することで、推定誤差は約 7% 以下であった。
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図 4　材料定数の推定精度

(a)　密度 (b)　曲げヤング係数
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図 3　錘質量による振動特性の変化（柱 C1）
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研究課題：根継ぎを有する柱を含めた板壁構面の耐震性能評価
研究代表者：奈良女子大学・准教授／瀧野敦夫

1. はじめに
　社寺建築物を含めた伝統木造建築では、劣化した柱の補修として柱の根継ぎがよく行われる。これ
は腐朽や虫害の被害を受けやすい柱脚だけを新材に取り替え、可能な限り既存部位を残すために行わ
れるもので、日本における優れた伝統技術の一つと言える。柱の根継ぎには金輪継ぎが用いられるこ
とが多いが、研究代表者が過去に実施した金輪継ぎの曲げ実験 1）では、無垢材の半分にも満たない荷
重で曲げ破壊が生じることがわかっており、鉛直軸力のみの伝達であれば大きな問題は生じないが、
地震荷重のように水平荷重を受けた際に柱の根継ぎ部に曲げモーメントやせん断力が作用すると非常
に不利な構造体になり得る。特に社寺建築物で見られるような板壁構面を構成する柱を根継ぎした場
合には、地震力を受けた板壁に作用した圧縮抵抗力により柱に曲げせん断力が作用するため 2）、根継
ぎ部の構造評価を行うことが必要不可欠であるが、これまでにそのような実験を実施した事例もなく、
設計者や現場の担当技師の判断に委ねられているのが実状である。実状としては特に気にすることな
く根継ぎを施している可能性も高いが、このような危険性が生じることがわかったとしても、どの程
度の安全性を有するのか、またその対策をどのようにすればよいのかがわからないという状況である。
　そこで本研究では、まずは板壁構面に根継ぎを施した場合に、どのような破壊が生じ、どの程度の
耐力低下が生じるのかを明らかにすることを目的とし、いくつかのパラメータ実験を通して破壊性状、
変形性状、復元力特性の評価を試みる。
2. 実験方法
　試験体の基本形状と継手寸法を図 1 に、試験体一覧を表 1 に示す。ここで、紙面右向きを載荷の正
方向とする。柱、梁、土台には□−180×180mm のヒノキ材を、貫には□−50×120mm のヒノキ材を、
板壁には厚さ 18mm のヒノキ材を用いた。板壁を挿入するために板壁周辺の軸組に溝があり、各試験
体に板壁を 10 枚挿入した。本実験の継手方法は金輪継ぎとし、込み栓にはカシ材（□−15×15）を用
いた。なお、柱脚は土台仕様とし、柱－梁、柱－土台仕口は短ほぞとし、貫は楔を用いた接合とした。
さらに柱頭、柱脚にはホールダウン金物 ( ビス止めホールダウン：U35kN) を取り付けた。
　試験体は全部で 5 体を用意した。試験体 1 は、根継ぎのない標準試験体である。試験体 2、試験体
3、試験体 5 は継手を左柱に継手を設け、試験体 4 は右柱に継手を設けた。構面の変形時に板壁が柱を
押し出す方向に対して、試験体 3 は継手を強軸方向に、試験体 2、試験体 4、試験体 5 は継手を弱軸方
向に取り付けた。また、継手部分での局所的な破壊を防ぐために、試験体 5 では鋼材を継手に 2 箇所
巻きつけて補強している。載荷方法は柱脚固定式で行い、梁に連結した油圧ジャッキで加力を行った。

表 1　試験体一覧

図 1　試験体の基本形状と継手寸法
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載荷は変位制御で行い、変形角が 1/450、1/300、1/200、1/150、1/100、1/75、1/50rad となるよ
うに正負交番繰り返し加力を行った。同一変形角での繰り返しを２回ずつ行い、最後に 1/10rad まで
片側加力を行った。
3.　結果と考察
　1/10rad 時の試験体 1、試験体 4 の構面全体の様子をそれぞれ写真 1 に、各試験体の継手の様子を
写真 2 に示す。試験体 1 は木材が連続的に変形していたのに対し、継手を有する試験体は継手の切り
欠き部分から柱に割裂が生じた。さらに、継手を弱軸方向に取り付けた試験体 2、試験体 4 では割裂に
より発生した亀裂が著しく進行し、継手位置での局所的な変形が見られた。継手に補強を施した試験
体 5 では、鋼材により継手位置での部材間の隙間が広がるのを抑えることでき、亀裂の進行が抑制さ
れた。また、継手位置の局所的な変形は見られず、靭性能の観点から十分な補強効果を得ることがで
きたと考えられる。
　荷重－見かけのせん断変形角関係の一覧と正側の包絡線を図 2 に示す。正側包絡線の結果を比較す
ると、初期剛性に若干の差は見られるものの、全ての試験体で荷重－見かけのせん断変形角関係に大
きな差は見られなかった。本実験では全て 1P 試験体を用いたことで、板壁の圧縮抵抗によるたわみが
両柱で大きくなり、板壁の抵抗が十分に発揮されなかったためであると考察しているが、より詳細な
検討を行う必要があり、今後の課題である。
　次に、柱のたわみ量について比較を行う。本研究では、根継ぎを有する側の柱の水平変位を計測し、
試験体１については比較のために左柱の水平変位を計測した。なお、上下の梁と土台からの相対変位
を柱のたわみ量とし、1/50、1/30、1/15、1/10rad ごとに表したものを図 3 に示す。根継ぎを有す
る試験体 2 ～試験体 5 では、試験体 1 と比較して継手位置で柱が大きくたわみ、特に継手を弱軸方向
に取り付けた試験体 2、試験体 4、試験体 5 で強軸方向に取り付けた試験体 3 と比べて 1/15rad から
継手位置での柱のたわみ量が著しく増大していることが分かった。また、本実験での鋼材による補強
は柱が分離しないことを意図したものであり、継手位置での曲げ性能を向上させるものではないため、
試験体 2 と試験体 5 に大きな差は見られなかった。

写真 1　1/10rad 時の様子
（上：試験体 1 ／下：試験体 4）

写真 2　1/10rad 時の継手の様子
＜試験体 2 ＞ ＜試験体 3 ＞ ＜試験体 4 ＞ ＜試験体 5 ＞
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図 2　荷重−見かけのせん断変形角関係とその包絡線の比較

　継手の回転角を板壁構面の見かけのせん断変形角ごとに示したものを図 4 に示す。なお、強軸方向、
弱軸方向の継手の回転角は図 5 に示す変位計①と変位計②の計測値の差分をその距離で除したものと
した。試験体 3 は見かけのせん断変形角の増加に伴って線形的に増加しているのに対し、試験体 2、4
は 0.02rad 付近から急激に増加している。これは割裂により生じた柱の亀裂が広がるのに伴って、継
手部分の部材間の隙間が広がったためであると考えられる。また、試験体 4 では 0.08rad 付近から継
手の回転角の増加量が小さくなったが、これは継手の回転角の算出に用いた変位計よりも上側の位置
において部材の折損が進行したためであると考えられる（写真 2）。試験体 5 では、継手の回転角が試
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図 3　柱のたわみ量の比較と計測点の位置



験体 2 と比べて大幅に低い値となり、継手部分の部材間の隙間が広がるのを抑制できていることが分
かった。
4.　まとめ
　本研究では、根継ぎを施した柱を有する板壁構面の繰り返し載荷実験を行い、柱の根継ぎが構面全
体の構造性能に及ぼす影響を考察した。得られた結論を以下に示す。
・全ての試験体で荷重－見かけのせん断変形角関係に大きな差は見られなかった。
・継手の切り欠き部分から割裂破壊が発生し、それにより生じた亀裂の進行は弱軸方向で顕著であった。

以上より、根継ぎを施すことによって板壁構面の靭性能が低下することを確認できた。
・柱のたわみ量と継手の回転角の比較により、継手位置で局所的に変形していることが分かり、特に継

手が弱軸方向の場合に大きな変形が見られた。
・継手に鋼材を巻いて補強することで、継手の回転角の増加と、割裂により生じた亀裂の進行を抑制す

ることができたため、靭性能の観点から十分な補強効果が得ることができたと考えられる。
・継手の有無による変形性状、破壊性状の違いは顕著に見られた一方で、耐力に大きな差が見られなかっ

た原因について、更なる検討を要する。
5. 参考文献
1）根継ぎ部に炭素繊維補強を施した柱の曲げ実験 : 瀧野敦夫 , 八神紗良 , 村上雅英 , 日本建築学会技
術報告集 , Vol.24, No.56, pp.141-146, 2018.2

2）社寺建築物における板壁構面の繰り返し載荷実験と解析的検証 : 日比野惇 , 瀧野敦夫 , 村本真 , 宮
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図 5　継手の回転角の計測方法
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図 4　継手の回転角−見かけのせん断変形角関係



















平成 30 年度研究助成課題 

振動調査に基づく伝統的木造社寺建築の積雪荷重の評価 
 

 研究報告(要旨)  

 

1. 研究の背景と目的・方法 

 本研究は構造設計や診断に関する基本的な事項のうち、

積雪荷重に着目したものである。木材の強度は荷重継続時

間に依存し、多雪地域における伝統的木造建築物の構造

計算では積雪荷重の適切な算定が肝要である。しかし、伝

統的木造建築物の屋根積雪荷重に関わる研究報告例は極

めて少ない。本研究は、多雪地域に建つ伝統的木造建築

物の無積雪時と積雪時の振動調査を行うとともに、構造解

析を行い、伝統的木造建築物の積雪荷重に関する知見を

得ることを目的としている。 

 多雪地域に建つ伝統的木造建築物として、山形県寒河江市・本山慈恩寺

の本堂(国指定重要文化財,1618 年)および同寺三重塔(県指定有形文化

財,1830 年)を調査対象とした(写真１参照)。これらの文化財建造物の常時微

動測定、地震モニタリング、構造解析を行った。屋根積雪は屋根葺き材の影

響を受けるが、本堂は茅葺屋根、三重塔は銅板葺きであった。 
 

2.建物の重量測定 

屋根積雪荷重の評価では、建物そのものの重量を知る必要がある。使用

木材の樹種を推定するとともに含水率の測定から、無積雪時の建物重量

は、本堂が約 1880kN、三重塔が約 490kN と算定された。本堂の重量は文化庁の重要文化財建造

物耐震診断参考資料集に基づく計算値より約30%小さくなった。一方、同資料集に示されている仏

堂の平面積と建物重量を用いて、屋根葺き材ごとの平面積－建物重量関係の近似式を求めると、

慈恩寺の建物重量は茅葺屋根の近似式とおおむね対応した。 
 

3.無積雪時の常時微動測定 

 基本的な振動特性を把握するために、2019 年 9 月 8～10 日に、無積雪時の本堂と三重塔の字

常時微動測定(人力加振による自由振動実験を含む)を行った。測定は高感度速度計 12 台を用い

た。表 1 に常時微動測定から求めた固有振動数、表 2 に自由振動実験から求めた減衰定数を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 慈恩寺本堂

と三重塔 

1次（Hz) 2次（Hz） 1次（Hz) 2次（Hz）
三重塔 1.45 3.65 1.36 3.40
本堂 1.73 3.05 1.75 3.21

EW NS
表 1 常時微動測定による固有振動数 

表 2 自由振動実験による減衰定数(並進 1次) 



4.積雪時の常時微動測定 

2020 年 12 月～2021 年 2 月の冬季には、6.に示すように十分な積雪があり、積雪時の本堂の常

時微動測定を 2021 年 1 月 23 日に実施した。さらに、2021 年 2 月 6 日に雪下ろし作業終了直後

の常時微動測定を行った。三重塔にはこの両日ともに屋根積雪がみられなかったため、積雪時の

微動測定は行っていない。2019 年 9 月に無積雪時の本堂および三重塔の常時微動測定を実施し

ているが、測定成分数を 12 成分から 9 成分に減らしたこと、センサー設置位置が正確に 2019 年 9

月の測定点と同一とは限らないことから、再度、無積雪時の常時微動測定を 2021 年 7 月 22 日に

実施した。屋根の積雪状況は 6.に示す。表 3,表 4 に積雪量による本堂の固有振動数の変化を示

す。さらに、固有振動モードの変化を図 1 に示す。固有振動数・固有振動モードは、基壇に対する

梁上の速度記録の伝達関数から求めたものである。 

 

 積雪時 雪おろし時 無積雪時 

測定日 2021.1.23 2021.2.6 2021.7.22 

固有振動数(Hz) 1.13 1.29 1.56 

 

 積雪時 雪おろし時 無積雪時 

測定日 2021.1.23 2021.2.6 2021.7.22 

固有振動数(Hz) 1.26 1.40 1.70 
 

表 3,表 4 および図 1 より、屋根積雪状況が固有振動特性に及ぼす影響を考察する。 

 東西方向(桁行)の並進１次固有振動数より、建物の剛性に変化がないと仮定すれば、耐震

重量は無積雪時を基準とすれば、雪おろし時 1.30 倍、積雪時 1.91 倍に換算される。 

 一方、南北方向(梁間)の並進１次固有振動数より、建物の剛性に変化がないと仮定すれば、

耐震重量は無積雪時を基準とすれば、雪おろし時 1.23 倍、積雪時 1.82 倍に換算される。 

   屋根積雪量や分布が同等に増大しても、固有振動数の変動から算定される耐震重量の増

加割合には東西方向と南北方向でやや差がみられる。積雪時の耐震重量は、無積雪時の 1.8

～1.9 倍であり、耐震安全性の面からみれば、無視できない質量増大である。また、積雪時

から雪おろし時の固有振動数の変化によれば、積雪時耐震重量は約 2/3 倍に減じており、耐

震的にも一定の効果がある。ただし、

雪下ろしによっても屋根には雪が残

り、その耐震重量は無積雪時に比べて

23～30%ほど大きい。 

 図 1 によれば、南北方向(梁間)方向の

振動モードには積雪による変化はほと

んどみられない。しかし、東西方向(桁

行)は、無積雪時の振動モードから、雪

おろし時・積雪時は大きく変化してい

る。雪おろし時と積雪時はほぼ一致し

ている。これには、前述のように、微動

レベルでは、冬季の雪囲いによる剛性

効果が東西方向に大きい可能性があ

る。積雪による屋根構面の剛性の変化

や、接合部の剛性の変化なども要因となる

表 3 積雪量による東西方向(桁行方向)の固有振動数の変化 

表 4 積雪量による南北方向(梁間方向)の固有振動数の変化 

図 1 積雪による固有振動モードの変化 



可能性があり、さらに、詳細な調査・検討が必要であり、今後の課題とする。この結果は、

振動測定から、屋根積雪分布の推定の可能性を示すものである。今後も、慈恩寺本堂におけ

る地震モニタリングを継続し、この現象の物理的な解釈に向けた調査研究を進めていきたい。 
 

5.地震環境と MEMS 加速度計による地震モニタリング 

 慈恩寺周辺の地震記録によれば、2011 年東日本大震災では震度５弱、1964 年新潟地震では震

度５であり、本堂および三重塔がいままでに受けた最大級の地震動レベルは震度５と推定される。 

 高精度 MEMS 加速度計による地震モニタリングでは、震度１レベルの小地震の記録が 2019 年

8 月～2020 年 2 月の期間に 6 記録が

得られた。2019 年 9 月 25 日 17 時 28

分頃に発生した地震(震源地-岩手県

沖,M4.4,震源さ 42km 山形県寒河江市

震度１)について本堂の東西方向、南

北方向の基壇に対する各層の伝達関

数を図 2 に示す。 
 

6.屋根積雪状況の調査 

写真 2 に積雪時の微動測定を行った 2021 年 1 月 23 日の本堂の積雪状況を示す。三重塔屋根

には積雪はない。写真 3 は本堂の雪下ろし直後の屋根積雪を示す(同年 2 月 6 日)。雪下ろしは、

作業の安全性および屋根葺き材の保護のため積雪すべてを下すことはしない。写真 4 に羽黒山五

重塔の屋根積雪状況を示す(同年 2 月 6 日)。五重屋根に積雪が集中していること、五重屋根から

の落雪による偏分布がみられる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 地震による梁上/基壇の伝達関数(左：東西 右：南北) 

写真 2 積雪時の常時微動測定実施日の本堂と三重塔(2021 年 1 月 23 日) 

写真 3 雪下ろし直後の本堂 
微動測定実施 
(2021 年 2 月 6 日) 

写真 4 羽黒山五重塔の 
積雪状況(2021 年 2 月 6 日) 



7.振動解析による積雪荷重の評価 

2019 年 12 月～2020 年 2 月の冬季は記録的な小雪のた

め、積雪時の振動測定ができず、積雪条件を仮定して、

三重塔と本堂の振動解析を実施し、振動特性に対する積

雪荷重の影響を検討した。三重塔は等価な 3 質点系せん

断系モデル、本堂は立体骨組モデルを用いた(図 3 参照)。 

要旨では、本堂の検討結果を示す。 

本堂の屋根積雪は図4に示すように 2ケースを仮定した。 

積雪荷重を算定したところ、積雪重

量を加えた全体重量は建物重量の

おおよそ 2.1 倍となった。表 5 に示

すように、無積雪時について比較す

ると、固有振動数は実測値に対して

解析値がやや小さな値を取っている。これは本解析モ

デルでは建具など非構造部材は考慮していないことな

どが主な要因であると考えられる。図 5,6 に示すように、Case1 と Case2 の振動モードを比較す

ると、積雪量が大きい場合(Case2）において北側の節点の応答に増大がみられる。また、図 1 に

示したように固有振動モードに及ぼす積雪の影響と同様な傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

むすび 

本研究は、研究代表者・花里利一(三重大学)、共同研究者・三辻和弥(山形大学)、新津靖(東京

電機大学)の研究体制で実施し、屋根積雪状況と積雪条件が固有振動特性に及ぼす影響に関す

る基本的な知見が得られた。一方、今後の課題も見出され、研究を継続する予定である。 

本研究は平成 30 年度研究助成課題として平成 31 年(2019 年)4 月より研究助成を受けて実施し

た。2020 年冬季(2019 年 12 月～2020 年 2 月)は記録的な小雪のため、積雪期の振動調査ができ

ず、さらに、2020年 3月以降、新型コロナウイルス感染拡大により調査が困難になった影響を受け、

研究期間を延長して実施した。研究期間の延長を許可いただいた財団に感謝いたします。 

図 5 EW 方向 1 次固有振動モード 図 6 NS 方向 1 次固有振動振動モード 

Case1 Case2 Case1 Case2
1次固有振動数(Hz) 1.73 1.37 0.95 0.94 1.75 1.57 1.16 1.14
2次固有振動数(Hz) 3.05 2.39 1.66 1.65 3.21 2.73 1.97 1.95
1次固有周期(s) 0.58 0.73 1.05 1.06 0.57 0.64 0.86 0.88
2次固有周期(s) 0.33 0.42 0.60 0.61 0.31 0.37 0.51 0.51

EW方向 NS方向

実測値
(無積雪時)

解析値
実測値

(無積雪時)

解析値

無積雪時 無積雪時
積雪時 積雪時

図 4 解析で仮定した屋根積雪分布 

図 3 解析モデル 

表 5 固有振動数の測定値と解析値 
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旧海軍施設を中心とした近代建築における使用鋼材に関する研究 

 

水野僚子 

日本大学生産工学部建築工学科 助教 

 

 

１．はじめに 

近代建築において，躯体材料である鋼材は構造体として重要な要

素といえる。日本の鉄鋼技術はたたら製鉄から始まる歴史で語られ，

製法や業界について取り上げられることはあるが，製品や建築材料

についての情報は少ない。そのため，近代建築において歴史的調査

を行う場合，竣工時の史料や材に残るロールマークでも残っていな

い限り，得られる情報は限られているのが現状である。そこで，本

研究は，実存していた旧海軍施設が解体される際に立ち合い，そこ

で使用されている鋼材について調査・分析を行うことで，今後の参

考となる指標を得ることを目的とする。 

本稿では，米軍海軍横須賀基地に残っていた昭和 10 年竣工の旧

横須賀鎮守府倉庫について，鋼材分析の結果をもとに当時の使用鋼

材について報告する。 

 

２．旧横須賀鎮守府倉庫の建物概要 

対象建物は，在日米海軍司令部庁舎として使用されている旧横須

賀鎮守府庁舎の 2 棟後ろに建ち，解体が始まる 2018 年 5 月まで倉

庫として使用されていた（写真 1）。この一帯は関東大震災によって

大破した鎮守府庁舎の建て替えに伴い，関連施設が整備され場所で

あった。 

建物に関する史料は残っていないが，建築年は米軍基地保有情報

によれば昭和10年とのことであった。建物は梁間9.48ｍ，桁行24.05

ｍの長方形平面で，高さ 9ｍの鉄骨鉄筋コンクリート造二階建てで

ある。 

 
写真 1 解体調査 

 

３．調査概要 

3.1 調査試料 

 解体業者協力のもと，切り出された組立Ｈ形断面梁 4 体（No.1～

No.4）と組立箱形断面柱 5 体（No.5～No.9）をご提供いただいた。

本研究ではそのうちの各 2 体を試験に使用した。 

 

3.2 引張試験 

3.1.1 試験方法 

まず,素材引張試験を行い，強度特性を確認した。写真 2 のとお

り,柱からは，芯材となるアングルとつなぎ材のプレートから引張試

験片を各 3 本採取した。梁からは，フランジ部分のアングルおよび

ウェブ部分のプレートから各 3 本の引張試験片を採取した。試験片

の形状は JIS Z 2241「金属材料引張試験方法」の 5 号試験片とした。

採取した試験片記号を表 1 にまとめて示した。 

試験片は解体時に生じた変形が残った状態であったが，引張試験

には支障が生じなかったため，プレス加工は行わずに試験に供した。

なお，BF-1 試験片については，片面に塗装が残っていたため，それ

をベルダーで除去した後に，引張試験を行った。 

組立箱形断面柱（No.7） 

芯材アングル CL-1 

組立箱形断面柱（No.6） 

つなぎ材プレート CP-2 

組立Ｈ形断面梁（No.1） 

ウェブプレート BW-1，BW-2 

組立Ｈ形断面梁（No.4） 

フランジアングル BF-3 

写真 2 試験片の採取位置 

表 1 採取した引張試験片と試験片記号の一覧 

試験対象 試験部位 鋼種 数量 試験片記号

芯材 アングル 3
CL-1，2：C21-No.7から採取

CL-3　 ：C21-No.6から採取

つなぎ材 プレート 3
CP-1　 ：C21-No.7から採取

CP-2，3：C21-No.6から採取

フランジ アングル 3
BF-1，2：C21-No.1から採取

BF-3　 ：C21-No.4から採取

ウェブ プレート 3
BW-1，2：C21-No.1から採取

BW-3　 ：C21-No.4から採取

組立箱形断面柱

組立箱形断面柱

 



3.1.2 試験結果 

試験結果の一覧を表 2 に示す。試験で得られた応力－伸び歪関係

を図 1・図 2 に示す。  

梁ウェブプレートの BW-1, BW-2 を除き，いずれの試験片も異な

る構成材（アングルおよびプレート）から試験片を採取している。

引張試験の結果を見ると，梁ウェブプレートでの 3 本は，ほぼ同じ

応力－伸び歪曲線が得られているのに対して，柱芯材や梁フランジ

材のアングルでは，3 本の間で顕著な差が認められる。異なる強度

クラスの鋼材が使われていたかは不明で，化学成分分析やミクロ組

織観察の結果を見て判断することになるが，解体時や共用時に受け

た損傷（塑性化）による歪硬化の度合いで，強度の上昇と伸びの減

少が生じ，顕著な差が現れたことも考えられる。柱芯材や梁フラン

ジは，その軸方向力によって鉛直荷重や曲げモーメントに抵抗する。

このことから，柱つなぎ材や梁ウェブのプレートと比べて，柱芯材

や梁フランジのアングルでは，強度特性の変化が大きく生じたと考

えられる。  

各組立材の強度差が塑性変形によって生じたものとすれば，元の

鋼材の強度クラスは 3 本の試験結果の最も低い強度のものに近い

と思われる。このように考えれば，今回，調査したアングルとプレ

ートについては，引張強度が 400N/mm²前後の鋼材であったと思わ

れる。建設当時（大正 15 年）の規格である日本標準規格第 20 号 G9

「構造（橋梁，建築其ノ他）用圧延鋼材」１）では，引張強さ 39～

47kgf/mm²（382～461N/mm²)と規定されており，この時代に建設され

た建造物の調査事例２）と比較してもほぼ同等の材料と推定される。 

表 2 引張試験結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 柱 芯材アングルおよびつなぎ材プレート 応力－伸び歪関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2 梁のフランジアングルおよびウェブプレート 応力－伸び歪関係図 

3.2 成分分析 

3.2.1 分析方法 

次に,各鋼材の化学成分を分析した。 

・C，S：赤外線吸収法 

・Si，Mn，P，Cu，Ni，Cr，Mo，V，B：ICP 発光分光法 

分析試料は，下記の材と，結合部の丸鋲とした。 

・No.1 組立Ｈ型断面梁 

等辺山形鋼（フランジアングル）BF-1，BF-2 

平鋼（ウェブプレート）BW-1 

丸鋲（リベット）No.1 

・No.4 組立Ｈ型断面梁 

等辺山形鋼（フランジアングル）BF-3 

・No.7 組立箱型断面柱 

等辺山形鋼（芯材アングル）CL-1，CL-2 

平鋼（繋材プレート）CP-1 

丸鋲（リベット）No.7 

3.2.2  組立Ｈ型断面梁・等辺山形鋼  

  組立Ｈ型断面梁の等辺山形鋼（フランジアングル）BF の成分分析

結果を表 3 に示す。組立Ｈ型断面梁の等辺山形鋼は，引張試験結果

で 3 種類の鋼材で S-S 曲線が異なる挙動を示していたが，表 3 の分

析結果でも試料間で各元素の分析値が異なり，異なる鋼材であると

推定された。また BF-3 については Si 量，Mn 量，P 量が BF-1 と BF-

2 より高い傾向が確認された。  

表 3 組立 H 型断面梁・等辺山形鋼の成分分析結果（mass％） 

 

3.2.3 平鋼  

 平鋼であるウェブプレート BW と繋材プレート CP については，引

張試験結果の S-S 曲線の挙動が各鋼材間で挙動が類似していた為，

成分分析は表 4 に示した様に BW-1 と CP-1 について分析を行った。 

表 4 平鋼の成分分析結果（mass％） 

 

3.2.4 組立箱型断面柱・等辺山形鋼  

組立箱型断面柱の等辺山形鋼（芯材アングル）CL は，引張試験結

果の S-S 曲線にて CL-2（No.7）と CL-3（No.6）が類似し，CL-1（No.7）

のみ異なる傾向が確認された為， CL-1 と CL-2 について成分分析を

行った。分析結果を示した表 5 より，CL-1 は CL-2 より炭素量が高

く，P 量も CL-1 が CL-2 より高い傾向が確認された。  

表 5 組立箱型断面柱・等辺山形鋼の成分分析結果（mass％） 

 

3.2.5 丸鋲  

梁と柱の部材締結に使用されている 2 種類の丸鋲（リベット）に

ついて分析した結果を表 6 に示す。それぞれ締結されている部材は，

組立Ｈ型断面梁では 3 部材，組立箱型断面柱では 2 部材と締結長さ



が異なり，No.1と No.7では丸鋲では長さが違う異なる鋲であるが，

いずれも低炭素鋼であるといえる。 

表 6 丸鋲の成分分析結果（mass％） 

 

3.2.6 炭素当量，溶接割れ感受性  

丸鋲を除く各鋼材の成分分析値より，炭素当量 Ceq（JIS）と溶接

割れ感受性組成 PCM を求めた結果を表 7 に示す。各計算式は下記に

よる。 

・炭素当量（％） ・・・JIS 

Ceq=C+Si/24＋Mn/6+Ni/40+Cr/5+Mo/4+V/14 

・溶接割れ感受性組成(％) 

PCM＝C+Si/30＋Mn/20+Cu/20+Ni/60+Cr/20+Mo/15+V/10+5B 

 

表７ 炭素当量 Ceq と溶接割れ感受性 Pcm 

 

今回調査した成分については，組立Ｈ型断面梁・等辺山形鋼（BF-

1，BF-2，BF-3）や組立箱型断面柱の等辺山形鋼（CL-1，CL-2）の分

析結果が示す様に，同じ構造材でも使用されている部材で異なる鋼

材が使用されていたと考えられる。  

等辺山形鋼の BF-3 と CL-1 は，他の鋼材より P の量が多い傾向が

確認されたが，この鋼材に相当する，当時の規格である日本標準規

格の構造用圧延鋼材（第 20 号種別 G9）3）では以下の様に記載され

ている。 

・種別 

第一種 

第二種：橋梁材及び厚6mm以上の鋼板ならびに鋲材には用いざるものとす 

・製造法 

第一種：酸性または塩基性平炉により製造 

第二種：酸性または塩基性平炉もしくは転炉により製造 

・化学試験 

鋼材の成分中の燐及び硫黄の含有量は次表の制限を超過することを得ず 

種別 燐 ％ 硫黄 ％ 

第一種 0.06 0.06 

第二種 平炉に依る場合 0.08 0.06 

転炉に依る場合 0.12 0.06 

以上の内容と P の分析値（BF-3 が 0.087％，CL-1 が 0.102％）を

比較すると，両鋼材ともに平炉材の規定値を超え，第二種に示され

た規定値に相当することから転炉材の可能性が考えられるが，第二

種とすると本鋼材は厚さ 10mm であり規格外となる。 

引張試験結果にて異なる傾向がみられた鋼材の成分を分析した結

果を以下にまとめる。 

・組立Ｈ型断面梁の等辺山形鋼 3 種類の分析結果を比較すると，数

値に差異が認められることから，異なる鋼材を使用していたと推

定された。 

・組立箱型断面柱の等辺山形鋼 2 種類の分析結果でも，元素により

数値に差異が認められ，異なる鋼材を使用していたと推定された。 

・当時の日本標準規格の構造用圧延鋼材の規定値と比較すると，

No.4 組立Ｈ型断面梁の等辺山形鋼 BF-3 と組立箱型断面柱の等辺

山形鋼 CL-2 の P の分析値が，化学試験項目の平炉材の制限を超

え，板厚が規格外ではあるが第二種の転炉材の規定値に準じた P

の値であった。 

以上のことから，同一形状の部材でも構成している鋼材に異なる鋼

材が使用されていたと推定された。 

 

3.3 組織分析 

3.3.1 金属組織調査 

金属組織に関し調査した項目を表 8 に示す。丸鋲以外の試験片採

取位置は，引張試験と同一箇所とし，番号も引張調査に準じ採番し

た。 

表 8 鋼材調査項目 

 

 

 

 

 

 

調査方法は，各部材の外観を記録する外観観察と，切断時に断面

で亀裂が確認された等辺山形鋼（CL-2）と丸鋲について，断面研磨

後エッチチ ングを行い，マクロ組織を観察した。 

各鋼材より採取した試験片を樹脂埋込し，断面研磨後エッチング

を行い，光学顕微鏡により断面中央部における金属組織を観察した。

観察方向は引張試験片を採取した長手方向に平行な面の断面中央で

観察した。 

3.3.2 外観観察  

組立Ｈ型断面梁は平鋼のウェブを等辺山形鋼で両面から挟み丸鋲

で締結しフランジを構成した構造で，組立箱型断面柱は４角の等辺

山形鋼を平鋼と丸鋲にて締結した構造である。 

丸鋲の断面は写真 3 のとおりで，鋲の径が約 20～22mm，鋲頭径が

約 32～35mm であった。組立Ｈ型断面梁は部材 3 枚（約 29mm）を貫

通し締結，組立箱型断面柱は部材 2 枚（約 19mm）を貫通して締結し

ていることから，当時の日本標準規格（第 39 号類別 G17）「鋲」の

丸鋲の寸法規定より，径22mm，鋲頭径35mmで No.1の鋲が長さ65mm，

No.7 が長さ 52mm の丸鋲と推定された。 

  
組立Ｈ形断面梁 No.1 丸鋲 組立箱形断面柱 No.7 丸鋲 

写真 3 丸鋲断面 



3.3.3 マクロ観察  

マクロ観察の結果，図 3 のとおり,組立箱型断面柱 No.7 の等辺山

形鋼の一部で亀裂が確認された。亀裂は内角側近傍に内角 R に沿う

ように割れ，巻き込み状の組織が観察されることから，鋼材圧延時

に表面に精製した酸化被膜をまきこんだものと推定された。 

 

 

 

図 3 組立箱形断 

 面柱 No.7 

  等辺山形鋼 

   断面のマクロ 

 観察結果 

 

3.3.3 金属組織観察  

①組立Ｈ型断面梁  

組立Ｈ型断面梁・等辺山形鋼の断面組織を図 4 に示す。各鋼材と

もにフェライトパーライトに介在物が観察される金属組織であるが，

BF-3 は BF-1 と BF-2 とは異なりパーライト組織が層状を呈してい

た。また BF-2 は BF-1 よりパーライト量が多い傾向が観察されるな

ど各鋼材で異なる様相を呈していること，成分分析の化学分析値で

C，Si，P の濃度が大きく異なっていることからも，それぞれ異なる

材質の鋼材と推定された。 組立Ｈ型断面梁の平鋼の断面組織におい

ても，フェライトパーライト組織と介在物が観察された。  
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図 4 組立Ｈ型断面梁等辺山形鋼（フランジアングル）の組織観察結果 

②組立箱型断面柱  

断面組織を図 5 に示す。組立箱型断面柱の等辺山形鋼は各鋼材の

組織でパーライトが層状となっており，CL-1 のパーライト量は CL-

2，CL-3 より多い傾向が観察され，化学成分分析結果からみて C 量

が CL-1（0.43％），CL-2（0.20％）と異なっているためと考えられ

る。また層状組織が共通していないなど，異なる鋼材であると推定

された。 組立箱型断面柱の平鋼はフェライトパーライト組織で，非

金属介在物も少なく，フェライト粒径も類似した大きさであった。  
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組立箱形断面柱 等辺山形鋼（芯アングル） 
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組立Ｈ形断面梁 平鋼（繋材プレート） 

図 5 組立箱型断面梁の組織観察結果 

 

③丸鋲  

丸鋲の金属組織結果を図 6-1，6-2 に示す。組立Ｈ型断面梁では，

鋲頭の片側と軸部の金属組織が類似し粒径が粗大化し，他方の鋲頭

ではフェライトパーライト組織が観察された。鋲の締結は鋲全体を

加熱後，締結箇所に押し込み後に軸端部を加工して焼き締める為，

熱間で加工した側が細粒化したと推定された。組立箱型断面柱でも，

軸部の金属組織で結晶粒の粗大化が観察されたが，鋲頭側での金属

組織の差異は確認されなかった。  
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図 6-1 組立Ｈ形断面梁 No.1 丸鋲の組織観察結果 
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図 6-2 組立箱形断面柱 No.7 丸鋲の組織観察結果 

 

3.3.4 清浄度 

各鋼材より採取した試験片を樹脂埋込し，断面を研磨し光学顕微

鏡により観察，清浄度を測定した。組織観察面と同じ面の断面中央

で観察した。鋼材に存在する非金属介在物は，大きく分けて 3 系に

分類される。 

A 系：加工によって変形をうけたもの。主に MnS。  

B 系：加工方向に不連続に粒状に並んだもの。おもに Al₃O₃。  

C 系：変形をあまりしないで不規則に分散した粒状物。たとえ

ばシリケート等。 

断面研磨を行った各鋼材の光学顕微鏡での観察面にて点算法によ

り介在物を測定した結果を表 9 に示す。 

鋼材の通常の数値は形鋼で 0.20～0.35 程度といわれている。そ

れからすると，本調査対象材は比較的清浄な鋼材といえる。ちなみ

に明治末から大正時代の鋼材は 0.3～0.5 程度と非金属介在物が多

いことがわかる。4)  

表 9 清浄度測定結果 

 

3.3.5 非金属介在物  

清浄度測定を行った観察面にて，SEM-EDS により非金属介在物を

観察した（図 7 は BF-1 の例を示す）。介在物は清浄度測定で確認さ

れた様に細長く変形した A 系と粒状の C 系が主に観察され，A 系，

C 系で MnS と推定される介在物が確認できるが，A 系でも MnS の他

に Al，Si，Ca が検出される介在物も確認され，CL-1 の B 系の介在

物でも Al，Si，Ca が検出された。とくに組立箱型断面柱に使われて

いた等辺山形鋼（CL 材）の非金属介在物中にはカルシウム（Ca）含

有率が高く検出され，おそらく精錬段階（製鋼）で石灰系物質の使

用が伺える。  

  
介在物 介在物拡大 

 
EDS スペクトル 

 

図 7 BF-1 介在物 

3.3.6 硬さ  

清浄度測定を行った観察面にて硬さを測定した結果を表 10 に示

す。傾向としては，等辺山形鋼でも同じ組立型断面Ｈ型梁の BF-1 が

BF-2 と BF-3 より硬さが低く，同じ組立箱型断面柱の CL-1 が CL-2

より硬さが高い傾向が確認された。成分分析にて炭素量が 0.43％で

あった CL-1 と炭素量が 0.31％であった BF-2 は，硬さが高い傾向が

あり，炭素量が硬さに影響していることが推察された。また炭素量

が 0.26％であるがりんが 0.087％であった BF-3 でも硬さが BF-2 と

ほぼ同等の硬さであり，りんの含有量も硬さに影響している可能性

が推定された。  

以上の鋼材の硬さ測定結果は，明治末～昭和初期に建設された他

の建物に使用された部材と，ほぼ同水準の値であった 5）。 

表 10 硬さ測定結果（HV10） 

n 硬さ 平均 n 硬さ 平均

1 128 1 174

2 127 2 172

3 131 3 181

1 159 1 140

2 160 2 144

3 158 3 145

1 159 1 121

2 161 2 126

3 164 3 127

1 139 1 161

2 140 2 163

3 133 3 161

1 137

2 139

3 138

125

162

138

129

159

161

137

176

143

CP-1

No.1

等辺山形鋼

平鋼

No.1

等辺山形鋼

平鋼

丸鋲

BF-1

BF-2

BF-3

BW-1

CL-1

CL-2

 
 

4. 考察 

我が国の構造用鋼の生産は，明治 34 年の八幡製鉄所の操業に始

まる。生産が軌道に乗ったのは日露戦争後の明治 40 年ころからで

ある。本調査品の時期は，原料銑鉄が逼迫していた時期でインドか

ら銑鉄，アメリカから屑鉄を輸入し，国内生産との比率は約 50％で

あった。また，製鋼設備も転炉を導入するも安定した操業は期待で

きず，もっぱら平炉によっていた時代であった。以上の様な生産環



境の中で製造された鋼材であった。その結果の要旨は以下のとおり

である。 

1）引張試験特性 

引張試験結果より，引張強さ 400N/㎟ミリメートルクラスの鋼材

であったが，大正 15 年制定の日本標準規格「構造（橋梁，建築其ノ

他）用圧延鋼材」では種別区分が制定されず，引張強さ伸び等によ

る種別が制定されたのは昭和 13 年であった 6）。試験結果では，引張

強さや応力-ひずみ曲線に差異がみられ， 

・組立Ｈ型断面梁・等辺山形鋼（BF-1，BF-2，BF-3） 

BF-1 と BF-2，BF-3 で応力-ひずみ曲線で挙動が異なる。 

・組立Ｈ型断面梁・平鋼（BW-1，BW-2，BW-3） 

応力-ひずみ曲線がほぼ一致。 

・組立箱型断面柱・等辺山形鋼（CL-1，CL-2，CL-3） 

CL-1 が CL-2 と CL-2 の応力-ひずみ曲線と挙動が異なる。 

・組立箱型断面柱・平鋼（CP-1，CP-2，CP-3） 

ほぼ類似した応力-ひずみ曲線。 

以上の傾向が確認されたことから，等辺山形鋼では異なる鋼材が使

用され，組立Ｈ型断面梁は類似した鋼材と推定される。 

２)化学成分 

化学成分分析結果および窒素分析結果をまとめると，次の通りで

ある。 

・炭素量（C）：0.1～0.4％の低～中炭素鋼 

・ケイ素（Si）：0.01～0.2％， 

・マンガン（Mn）：0.3～0.6％ 

・りん（P）：0.08～0.1％と規格を超えたものが存在（BF-3，CL-2） 

 酸性転炉精錬の可能性示唆。  

・硫黄（S）：規格を超えたものが存在  

・銅（Cu）：0.1％以上のものが多く存在 

屑鉄由来，または始発原料由来（含銅鉄鉱石） 

施工時である昭和 10（1935）年以前の転炉は八幡製鉄のベッセマ

ー転炉（1901～1927 年）になるか 7)，酸性転炉ではりんの除去がで

きないことから，りん含有量が高い鋼材は転炉材の可能性も示唆さ

れたが，1927 年に休止しており，1935 年当時は平炉による精錬が主

体と思われる。当時の転炉材については窒素量が多い傾向が確認さ

れていることから 8)，鋼材中の窒素を確認することが有効と思われ

る。 

３)組織観察 

清浄度，介在物観察を含む組織観察結果としては, 下記の傾向が

確認された。 

・フェライトパーライト組織（低～中炭素鋼） 

・非金属介在物は，A 系（主に MnS），A・C 系のもの 

・清浄度測定では非金属介在物は少ない 

また,金属組織では下記の様に観察された。 

・組立Ｈ型断面梁 

等辺山形鋼（BF-1，BF-2，BF-3）は，異なる鋼材。 

平鋼（BW-1，BW-2，BW-3）は同一鋼材。 

・組立箱型断面柱 

等辺山形鋼（CL-1，CL-2，CL-3）は異なる鋼材。 

平鋼（CP-1，CP-2，CP-3）は同一鋼材。 

このことから，等辺山形鋼は異なる鋼材が使用され，平鋼は同一の

鋼材が使用されていたと推定される。 

 

５．まとめ 

昭和 10 年に竣工した海軍倉庫建築について，解体時に回収した

鋼材の調査結果を以下にまとめる。 

・等辺山形鋼の一部に酸化被膜と推定される巻き込みが観察された。 

・各鋼材の金属組織は，フェライトパーライト組織であった。 

・組立Ｈ形断面柱は，各鋼材はフェライトパーライト組織であるが，

観察した 3 種類の等辺山形鋼それぞれ異なる傾向を呈していた。 

・組立箱型断面柱では，各鋼材のパーライト組織が層状を呈し，パ

ーライト量に差異が確認されたが，平鋼は比較的類似した組織で

あった。 

・丸鋲の金属組織では，加熱や加工の影響が観察された。 

・清浄度は，0.03％～0.18％であった。 

・硬さは，組立Ｈ型断面梁の等辺山形鋼が 137HV～161HV，平鋼が

176HV，丸鋲が138HVであり，組立箱型断面柱の等辺山形鋼が125HV

～143HV，平鋼が 162HV，丸鋲が 128HV であった。 

建屋に使用されていた鋼材については，同じ形状の梁や柱でも，異

なる鋼材が使用されていたことが確認された。 
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社寺建築物に用いられる厚塗り土壁を有する木造軸組架構の耐震性能評価法の構築 

 
香川大学 創造工学部 准教授 宮本慎宏 

 
1. はじめに 
 土塗壁は伝統構法の社寺建築に多く見られるが，既往
研究は主に部材寸法の小さい住宅建築を想定しており，
社寺建築の土塗壁を想定した研究例は少ない．本研究で
は社寺建築を想定した土塗壁を有する木造軸組架構の
静的加力実験とフレーム解析モデルを用いた静的増分
解析を行い，実験結果と解析結果を比較することで社寺
建築における土塗壁の構造性能評価を行うことを目的
とする． 
2. 静的加力実験概要 
 試験体は図 1に示す軸組架構体の試験体Ⅰ，Ⅲと土塗壁
を有する試験体Ⅱ，Ⅳの計 4体である．樹種は桧材とし，
柱間寸法は 1400mm，高さは 1900mm，柱は 180×180mm，
頭貫は 80×130mm，内法貫および足固貫は 50×90mm で
ある．各柱の頂部には大斗を想定した角材を置いて木ダ
ボで固定し，頭貫－柱接合部の仕口は輪薙ぎ込み，内法
貫および足固貫－柱接合部の仕口は渡り顎楔止めとし
た．土塗壁は全体の厚さを 50mmとし，層構成は荒壁土
と中塗り土の 2種類，荒壁土および中塗り土ともに香川
県の粘土を使用する． 
図 2に示すように静的載荷実験は押し引き両動の油圧
ジャッキを用いて頭貫に水平荷重を加え，柱 1本当たり
に上載荷重20kNを与える．真のせん断変形角𝛾଴が1/200，
1/100，1/75，1/50，1/30，1/20，1/15radにおいて正負 3回
ずつの正負交番加力とし，1/10radは負方向に 1回加力を
行う． 
3. 実験結果 
試験体 4体の実験結果の比較図を図 3に示す．図 3か
ら明らかなように，4 体の試験体における最大水平荷重
は試験体Ⅳ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅰの順に大きく，試験体のすべてに
1/20～1/15radにかけて急激な荷重の低下がみられた．こ
れは，柱と足固貫および内法貫の接合部に割裂破壊が生
じ，土塗壁の面外変形が進行したことが原因として挙げ
られる．1/15rad時における土塗壁の破壊性状を図 4に示
す．土塗壁部分の縦横比が 1:1の試験体Ⅱは 1/15rad時に
壁全体が剥落し，土塗壁部分の縦横比が 2:1の試験体Ⅳ
は実験終了時まで壁全体の剥落が生じることはなかっ
た．このことから，土塗壁は縦横比によって破壊性状が
異なることがわかった． 
4. 静的増分解析概要 
株式会社構造システム製の汎用解析ソフト SNAPVer.7

を用いてフレーム解析モデルを構築する．静的増分解析
の対象とする試験体は実大実験を行った試験体と同じ
とする．柱脚はピン拘束とし，頭貫の左端部から水平右
方向に 0.1mm の増分で強制変位を与え，変位が 190mm
に達した時点で終了とする．フレーム解析モデルでは柱
傾斜復元力を水平バネ、柱と貫の接合部の復元力を回転
バネ，土塗壁をトラスで表現する．柱傾斜復元力は文化
庁による既往の計算式 1)，柱－貫接合部におけるめり込
み抵抗は既往の通し貫の計算式 2)に頭貫と柱のめり込み
抵抗 3)を加味したもの，土塗壁は既往の荷重変位関係 1)

から算出した．  
5. 実験結果と解析結果の比較 
各試験体の静的加力実験結果と静的増分解析結果の
比較図を図 5に示す．図 5から明らかなように軸組架構
体における解析値と実験値は概ね一致しており，挙動特
性を再現できている．しかし，土塗壁を有する軸組架構
体では載荷中に土塗壁の面外変形が発生したため急激
に耐力が低下し，実験値と解析値に差異が生じた．図 6
の解析結果における各抵抗要素の荷重変形角曲線に注
目すると，試験体Ⅰ，Ⅲでは内法貫が増加すると初期時に
おける貫の荷重は大きくなり，終局時には抵抗要素が貫
のみとなることが明らかとなった．試験体Ⅱ，Ⅳでは内
法貫が増加すると初期時における貫の荷重は大きくな
り，終局時には抵抗要素が貫と土塗壁のみとなることが
わかった． 
6. まとめ 
 本研究では土塗壁を有する軸組架構体の静的載荷実
験を行い，荷重変形関係および破壊性状を把握した．そ
の結果，1/20～1/15radにかけて内法貫および足固貫の接
合部に割裂破壊，また，土塗壁の面外変形が生じたため，
急激な荷重の低下がみられた．この実験結果を踏まえて
静的増分解析を行った結果，木造軸組架構体の解析値と
実験値は概ね一致し，挙動特性を再現できていたが，土
塗壁を有する木造軸組架構体においては土塗壁の面外
変形が生じたため，解析値と実験値で差異が生じた． 
参考文献 
1) 文化庁：重要文化財（建造物）耐震基礎診断実施要領，pp.12-

13，2013.06 
2) 日本建築学会：木質構造接合部設計マニュアル，pp.254-264，

2010.09.01 
3) 稲山正弘：木材のめりこみ理論とその応用，東京大学工学
部博士論文，1991.12 
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図 1 試験体の詳細図 
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図 2 載荷時の様子 図 3 実験結果の比較 図 4 1/15rad 時における土塗壁の破壊性状 
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図 5 静的増分解析結果と静的加力実験結果における荷重変形角曲線の比較 
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図 6 各抵抗要素の荷重変形角曲線 
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伝統木造建築の保存設計のための土壁と壁土の実験データベース構築による土壁の性能分析

京都工芸繊維大学 デザイン・建築学系 村本 真

1. はじめに
　文化財建造物には土壁を有する建物が多い．建物の価値を失わないように保存・活用するためには，
耐震診断と補強計画で，信頼性の高い評価情報が必要である．しかし，これまでの耐震性能評価では，
実験情報が必ずしも十分に整理されて活用されているわけではない．本研究では，既往の土壁実験・
壁土の材料実験を網羅的にデータベース化し，様々な仕様の土壁の分析を進め文化財の保存設計に供
することを目的としている．

2. 壁厚が薄い場合の土壁の耐震性能
　これまでの実験報告には，壁厚が薄い場合がほとんどなく，これまでに作成してきた土壁実験デー
タベースにも当然ながら収録されていない．しかしながら，茶室・数寄屋建築においては，薄壁とな
る場合があり，壁厚は土壁の耐力に必ずしも比例関係にあるわけではないため，壁厚が薄い土壁を有
する架構の耐震性能を評価する必要があった．そこで，新たに壁厚 45mm程度の土壁の繰り返し載荷
実験を実施し，土壁データベースに追加した．ここでは，開口を有する場合，および茶室でみられる
ような丸柱の場合の軸組架構の耐震性能についても調べた．
　実験の結果，壁厚が 45mmと薄くとも柱径 90mm程度で長枘ほぞ込み栓打ち接合部となる場合は，
接合部破壊が生じ，柱が浮き上がり浮き上がらない場合に比べてかなり低い耐力となることなどを確
認した．

3. 壁土の実験データベースの構築
　土壁の実験データベースは，上記のように，かなりの数を収集し整理しているが，土壁の耐力に影
響を与える壁土の材料特性を把握できるようなデータベースは未開発であった．そこで，土壁の場合
と同様に，既往の実験報告を収集し，材料特性値を整理した．圧縮試験の結果で，応力-ひずみ関係
が図示されているものは数値化し弾性係数を JIS A 1216(2009)に準じて算出した．また，試験体の情
報として， 壁土の分類，壁土の産地，調合，試験体形状，試験体寸法なども整理した．

4. 壁土の実験データベースを用いた深層学習による強度推定
　作成したデータベースを用いて，壁土の材料特性を分析する．はじめに土壁
の性能分析のために重要な特性値である壁土の圧縮強度を推定する方法を検討
した．ここでは，データベースから，1つの試験体から圧縮強度，弾性係数，
密度の 3つの材料特性が把握できたものを 1つのデータセットとし，334個の
データセットを処理する．実験報告の全てで 3つの材料特性値が示されている
わけではなく，データベースには欠損がある．既往の実験報告を利用するなら
ば，壁土の材料特性に産地や試験体形状による特性の違いがあることから，必
ずしも材料特性値間に単純な関係性があるとは限らない．そこで，本報告では
非線形回帰を用いることとして，深層学習（以降，DNNと呼ぶ）による壁土
の強度推定を試みた．
　本研究では，Neural Network Console (NNC)1)を用いて上記のデータセッ 図 1　DNNモデル



ト一式を処理した．設計した DNNモデルを図 1に示す．Input
には弾性係数，密度，壁土の分類，試験体形状からケース毎に
説明変数がそれぞれ入力される．これらの特性値や質的変数か
ら，いくつかの DNNモデルを検討した．最終的に，弾性係数，
密度，壁土の分類，試験体形状を設定して学習を行った結果，
生成された DNNモデルから出力される推定値と実験値との相
関は図 2のようになった．相関係数は全データの場合 0.93，評
価データのみの場合 0.81であった．この DNNモデルが最も高
い推定精度となった．
　これらの検討では，同じ壁土配合であっても，試験体形状に
よって実験結果が異なっていることが DNNの推定精度に影響
していることもわかった．この手法を用いることで，新たな地
域の壁土実験を追加する場合にも，壁土強度の推定を効率化で
きる．さらなるデータ収集により推定精度の向上が期待できると思われるが，試験体形状に関する影
響をどのように評価すべきかについては課題がある．

5. 京都深草産壁土の材料特性の分析
　上記の壁土の実験データベースに収録した他研究者らの実験報告からは，地域毎の壁土の密度，弾
性係数と圧縮強度が揃ったデータセットを必ずしも十分に得られないことがわかった．そこで，産地
を京都に絞り 2014年～ 2019年までに筆者らが実施した壁土圧縮実験の結果を整理し，壁土の材料特
性を再評価することとした．本報告では，京都深草産壁土の材料特性を統計的に検討し，応力-ひず

図 5　材料特性値間の関係
(a) 密度と圧縮強度 (b) 密度と弾性係数 (c) 弾性係数と圧縮強度
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図 4　圧縮強度点の位置図 3　実験の応力-ひずみ曲線
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図 2　弾性係数，密度，壁土の分類と
試験体形状によるDNNの推定結果



み曲線を整理した．整理した実験結果を図 3に示す．これらの応力-ひずみ曲線での圧縮強度点は図 4
のような分布となっていて，荒壁土と中塗り土で分布領域に特徴がみられる．
　図 3を整理し，壁土の種類毎に材料特性値間の関係を図 5に示す．中塗り土と荒壁土の特性値のと
る範囲は一部で重なっている．荒壁土のみでは密度との関係で相関が低い．中塗り土と全体では，全
てで相関がみられるが，荒壁土に相関係数が影響を受けている．京都深草産の壁土では，壁土の分類
をせずに全体として材料を評価することで，材料特性値間に関係性をみることができる．

6. おわりに
　本研究では，土壁実験のデータベース 2)，3)に新たに壁厚 30mm～ 45mm程度の薄い壁厚の実験結
果を追加して整備した．また，新たに壁土に関する強度試験報告を収集し壁土実験のデータベースを
作成した．壁土実験のデータベースを用いて，深層学習を用いた強度推定方法を検討した．さらに京
都深草産壁土の圧縮実験 146体の結果を整理し，材料特性値間の関係性を示し，応力-ひずみ曲線を
整理した．なお，壁土実験のデータベースの整備については，材料特性値が必ずしも揃っているわけ
ではなく，欠損がある．
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